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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (千円) 93,510,791 87,485,776

経常利益 (千円) 3,360,928 1,609,817

当期純利益 (千円) 1,754,532 614,467

純資産額 (千円) 6,399,682 5,953,058

総資産額 (千円) 21,832,409 20,408,496

１株当たり純資産額 (円) 9,519.64 9,135.59

１株当たり当期純利益金額 (円) 2,601.68 923.52

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) 2,579.67 919.83

自己資本比率 (％) 29.3 29.2

自己資本利益率 (％) 26.2 9.9

株価収益率 (倍) 7.6 11.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,781,468 2,077,057

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,373,682 △1,127,607

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,292,617 47,488

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 1,967,524 2,954,463

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
2,377
(789)

2,287
(659)

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月

営業収益 (千円) 1,192,619 2,834,436

経常利益 (千円) 420,420 2,107,649

当期純利益 (千円) 407,857 1,988,291

資本金 (千円) 2,000,000 2,000,000

発行済株式総数 (株) 737,751 682,751

純資産額 (千円) 6,623,513 7,610,385

総資産額 (千円) 8,247,546 8,571,159

１株当たり純資産額 (円) 9,852.59 11,678.93

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
1,000.00
(300.00)

600.00
（350.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 583.42 2,988.32

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) 578.66 2,976.38

自己資本比率 (％) 80.3 88.8

自己資本利益率 (％) 5.6 27.9

株価収益率 (倍) 33.9 3.7

配当性向 (％) 171.4 20.1

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
43
(15)

41
(16)

(注) 営業収益には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

平成18年11月 株式会社フジスタッフ（東京都千代田区）及び株式会社アイライン（栃木県宇都宮市）は共同し

て株式移転により完全親会社となる持株会社（フジスタッフホールディングス株式会社）を設立

することを取締役会で決議し、株式移転契約書を締結

平成19年１月 株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインの臨時株主総会において株式移転による持株会社

設立を承認

４月 株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインが株式移転により当社を設立、当社の普通株式を

株式会社ジャスダック証券取引所に上場

　

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社と当社の完全子会社である株式会社フジスタッフ、株式会社アイライン、及び各々

の連結子会社である株式会社コンピュータパック、株式会社エム・アール・アイ・ジャパン、株式会社アス

テージ、株式会社フジネクスト、株式会社カラーズビジョン、株式会社アイラインキャリアアシスト、ＥＡＰ

総研株式会社、株式会社アイプレス、株式会社アイパレスならびに持分法適用関連会社の株式会社エヌ・

ティ・ティ・データ・キャリアウェイ等により構成されており、総合人材サービス企業として一般人材派

遣・製造アウトソーシングを中心に、人材紹介、紹介予定派遣等の各種人材関連サービス業務を営んでおり

ます。

当社グループの事業系統図は、以下のとおりであります。
　

　
　　無印は連結子会社、※印は持分法適用関連会社
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合(%)

関係内容

(連結子会社)

株式会社フジスタッフ

（注）１、５

東京都千代田区 100,000一般人材派遣 100.0

当社への資金の貸付

経営指導

役員の兼任………有

株式会社アイライン

（注）６
栃木県宇都宮市 100,000製造派遣、請負 100.0

当社への資金の貸付

経営指導

役員の兼任………有

株式会社コンピュータパック 東京都渋谷区 100,000
人材派遣、業務請

負

100.0

(100.0)

(注)２、３

－

株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン
東京都港区 150,000人材紹介

100.0

(100.0)

(注)２、３

－

株式会社アステージ 東京都中央区 100,000
人材派遣（旅行

業界専門）

100.0

(100.0)

(注)２、３

役員の兼任………有

株式会社フジネクスト 栃木県宇都宮市 25,000
各種保険取扱・

不動産建物管理

100.0

(100.0)

(注)２、３

－

株式会社カラーズビジョン 栃木県宇都宮市 10,000
映像コンテンツ

企画制作

100.0

(100.0)

(注)２、３

－

株式会社アイラインキャリアア

シスト
栃木県宇都宮市 20,000

教育、人材紹介、

再就職支援

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任………有

ＥＡＰ総研株式会社 東京都千代田区 10,000メンタルヘルス

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任………有

株式会社アイプレス 東京都新宿区 70,000
広告代理、出版印

刷

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任………有

株式会社アイパレス 栃木県宇都宮市 30,000不動産賃貸

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任………有

(持分法適用関連会社）

株式会社エヌ・ティ・ティ・

データ・キャリアウェイ

東京都千代田区 225,000
人材派遣（IT業

界専門)

49.0

(49.0)

(注)２、３

役員の兼任………有

(注) １　特定子会社に該当いたします。

２　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

３　株式会社フジスタッフが所有しております。

４　株式会社アイラインが所有しております。

５　株式会社フジスタッフについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　①売上高　　 42,819,116千円

　　　　　　　　　②経常利益　　　789,607

　　　　　　　　　③当期純利益　  239,644

　　　　　　　　　④純資産額　　4,978,298

　　　　　　　　　⑤総資産額 　11,061,700

６　株式会社アイラインについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　①売上高　　 40,967,798千円

　　　　　　　　　②経常利益　　  707,970

　　　　　　　　　③当期純利益　　427,176

　　　　　　　　　④純資産額　　1,586,191

　　　　　　　　　⑤総資産額　　9,203,061
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、会社別の従業員数を示すと次のとおりでありま

す。

平成21年３月31日現在

会社別 従業員数(名)

提出会社 41 ( 16)

株式会社フジスタッフ 739 (157)

株式会社アイライン 1,097 (455)

株式会社コンピュータパック 355 (  9)

株式会社エム・アール・アイ・ジャパン 16 ( －)

株式会社アステージ 13 (　2)

株式会社フジネクスト 2 ( 12)

株式会社カラーズビジョン 2 ( －)

株式会社アイラインキャリアアシスト 1 (　2)

ＥＡＰ総研株式会社 4 (　2)

株式会社アイプレス 15 (　1)

株式会社アイパレス 2 (　3)

合計 2,287 (659)

(注)　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む)であり、臨

時従業員数は(　)内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しています。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

41 (16) 38.1 6.3 5,786,603

(注) １　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時従業員数

は(　)内に当事業年度の平均人員を外数で記載しています。

２　平均勤続年数は、当社グループ内での勤続年数を通算しております。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループに労働組合はありませんが、労使関係につきましては良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における経済情勢を顧みますと、米国のサブプライム問題を発端として金融市場の混

乱が世界的に波及・拡大し、欧米大手金融機関が経営危機に陥るなど大規模な金融不況の様相を呈して

おります。日本経済につきましても、世界経済の減速や円高の進行を背景とした輸出の減少に加え、雇用

・所得環境の悪化や株価の大幅な下落を背景とした個人消費の停滞等、内外需要の減少に伴う急激な景

気悪化が進展しております。

当人材サービス業界におきましては、このような景気および雇用の急激な環境変化の影響を受け、製造

業を中心に幅広い業種において受注減少が顕在化するとともに、非正規、正規を含む大幅な雇用調整が進

んでおります。

このような環境のもと、当社グループのオフィス業務においては、景気低迷による顧客企業の雇用調整

および新規受注の減少に加え、派遣法の厳格な運用を実施したことにより、前年比若干の減収となりまし

た。また、ファクトリー業務においては、第２四半期まで前年比8.5％増と比較的堅調に推移しておりまし

たが、第３四半期より製造メーカーの大幅な減産による雇用調整の影響により下半期は前年比22.7％減

となったことにより、前年比減収となりました。

利益面につきましては、スタッフ募集費等の販売管理費の抑制に努めましたが、売上高の減少による影

響や雇用調整に伴う一時的費用（有給取得率・法定福利費率の上昇）の増加、および請負事業推進のた

めのコスト増加、さらに次期に向けた利益確保の一環として、拠点の統廃合等を実施したことにより、減

益となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は87,485百万円（前年同期比6.4％減）、利益面につきましては、

営業利益1,699百万円（前年同期比50.2％減）、経常利益1,609百万円（前年同期比52.1％減）、当期純利

益614百万円（前年同期比65.0％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ986百万円増加し、2,954百万円（前年同期比50.2％増）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べて295百万円増加し2,077百万円（前年同期比

16.6％増）となりました。これは、未払費用の減少額1,539百万円、法人税等の支払額1,075百万円、未払消

費税等の減少額525百万円等の資金の減少要因がありましたが、売上債権の減少額2,856百万円、税金等調

整前当期純利益1,274百万円の計上、減価償却費496百万円等の資金の増加要因があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて246百万円減少し1,127百万円（前年同期比

17.9％減）となりました。これは、短期貸付金の回収による収入574百万円等の資金の増加要因がありま

したが、有形固定資産の取得による支出346百万円、事業譲受による支出343百万円、投資有価証券の取得

による支出312百万円等の資金の減少要因があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は47百万円（前連結会計年度は1,292百万円の使用）となりました。これ

は、長期借入金の返済による支出3,913百万円、配当金の支払額701百万円等の資金の減少要因がありまし
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たが、長期借入れによる収入4,280百万円、社債の発行による収入500百万円等の資金の増加要因があった

ためであります。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの主たる事業であります一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派

遣等人材関連事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。

　

(2) 受注状況

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載事項はありません。

　

(3) 販売実績

一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派遣等人材関連事業の売上高及び営業利

益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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売上高の内訳は次のとおりであります。

　

業務の種類

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

オフィス業務 40,135,063 △5.1

(一般・ＯＡ関係) 26,450,119 △2.4

(営業・販売関係) 8,659,070 △4.9

(専門事務系) 2,663,631 △14.9

(その他) 2,362,243 △20.8

ファクトリー業務 32,171,873 △7.7

(電気・通信関連) 8,418,896 △12.1

(半導体・精密関連) 5,649,151 △18.9

(素材加工関連) 5,674,433 △2.8

(運輸・倉庫関連) 2,865,838 ＋4.7

(輸送用機器関連) 1,754,323 △37.1

(食品関連) 1,471,620 ＋15.1

(その他) 6,337,612 ＋11.6

エンジニア業務 6,599,032 △15.9

スポット業務 6,406,153 △2.2

人材紹介業務 839,370 ＋3.2

その他の業務 1,334,285 ＋18.5

合計 87,485,776 △6.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

フジスタッフホールディングス株式会社

持株会社である当社は、上記グループ経営戦略の推進による利益・財務体質の強化および決算開示時

期の早期化に注力してまいります。

また、当社グループの主要事業会社である株式会社フジスタッフおよび株式会社アイラインにおける

課題に対する施策は以下のとおりです。

　

株式会社フジスタッフ

①専門スキルを持ったスタッフの育成

昨年来の経済危機に伴う雇用情勢の急激な悪化を通してあらためて浮き彫りになったことの一つに、

企業に必要とされる人材となるには、より高いスキルを身につけることが重要であるということがあり

ます。中でも派遣スタッフは労働者派遣法の立法趣旨からも専門的知識や経験を求められており、より高

度な専門知識や業務スキルを持つことが期待されています。

顧客企業のニーズにお応えできる「高い専門性と豊かな人間性」を持った派遣スタッフを育成し、安

定的に確保することは重要な経営課題です。当社では派遣スタッフの専門スキルの向上と安定就業のた

めの施策を引き続き展開します。

ⅰ．充実したお仕事情報

派遣スタッフの多様なニーズに対応して、幅広い業種の顧客企業の多種多様なお仕事の中から、希望条

件にあったお仕事情報を提供します。そのためには、営業力を強化し魅力あるお仕事案件を安定的に確保

することはもちろん、自社サイトの機能向上とコンテンツ充実が重要です。平成20年10月より当社が運営

するお仕事情報の総合サイト「キャリア・ラボ」の全面リニューアルを行い、携帯電話３社の全国版公

式サイトにも登録され、より幅広い層にお仕事を提供できるようになりました。

ⅱ．スキルアップサポート

当社の運営するＯＡ研修施設「フジビジネススクール」に加え、平成21年５月よりフジスタッフグ

ループとなった、社会人向けPC スクール業界最大手のひとつ「マルチメディアスクールWAVE」の研修

サービスを割安な価格で利用できるようになりました。

また、WAVEの開発した先進的なE-Learningシステム「ＰＡＬ」を全国の拠点に導入します。これによ

り、フジビジネススクールではカバーできなかったエリアの派遣スタッフも本格的なスキルアップ研修

を受講することが可能になります。

ⅲ．メンタルヘルスカウンセリング

近年、日本では個人の受けるストレスの増大、こころの問題が増加し続けております。当社では職場で

悩みを抱え、ストレスを感じている派遣スタッフを支援する体制を整えています。

心理カウンセラーのプロ集団であるグループ子会社「ＥＡＰ総研株式会社」のサポートにより、心理

学カウンセラーによるメンタルヘルス相談窓口の設置、及び同社の開発した「ストレスマネジメント

E-Learning」によるメンタルヘルスケアサポートを提供しています。

②労働市場の変化に対する取り組み

ⅰ．ff-womanプロジェクト

少子高齢化や団塊世代の大量退職による労働力・生産人口の減少への中長期的な対応として、女性の

労働力の活用に焦点を当て、他社に先駆けて女性の社会復帰支援の取り組みである「ff-womanプロジェ

クト」を推進しています。

業界初の託児サービス付登録会開催や認可外託児所との提携等の子育てと仕事の両立をサポートする

体制の充実を図るとともに、育児中女性を対象にした「ワーキングマザーアンケート」の調査結果は働
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く女性の生の声を反映した貴重なデータとしてマスコミにも注目されています。

ⅱ．しょうがい者就労支援

しょうがい者（チャレンジド）社員の雇用は法定雇用率（常用労働者数56人以上の企業は雇用者の

1.8％以上のしょうがい者社員を雇用しなければならない）で義務付けられていますが、顧客企業側の意

識は高い反面、現状ではまだまだ進んでおりません。当社は、これまで蓄積したノウハウをもとに、しょう

がい者の雇用に関する顧客企業へのアドバイスや人材紹介・紹介予定派遣の提案を通して、しょうがい

を持つ方々が就業する機会を積極的に提供します。

③コンプライアンス体制の強化

ⅰ．適法な派遣利用の啓蒙と営業推進

派遣元への人材派遣事業の適法な運営だけでなく、派遣先である顧客企業に対しても適法に人材派遣

を活用するよう行政指導が強化されており、双方の労働者派遣法への理解と遵守が一段と重要になって

きております。フジスタッフでも顧客企業を対象としたセミナーや顧客企業向けＣＤ－Ｒ「労働者派遣

活用に関するコンプライアンス」を作成し配布する等、様々な啓蒙活動を実施しております。また、法務

部及び外部専門家による研修を受講した法務に強い営業担当者を養成し、企業の人材活用におけるコン

プライアンス面でのアドバイスを通した営業活動を進めています。

ⅱ．チェック体制の強化

当期は最新の行政指導に沿って、人材派遣・業務請負契約全件について業務実態の調査を実施し、全て

の契約について見直しを完了いたしました。

また、適法な業務運営体制を更に強化するために、社内チェック部門である法務部に執行役員を配置す

るとともに、全国の新規契約を一元的な審査と継続的な契約のコンプライアンスチェックを行う業務課

を新設、支店長経験者を複数名契約チェック人員として配置しました。さらに、基幹業務システムの改修

も行い磐石なコンプライアンスチェック体制を確立しました。

④高付加価値案件と新規事業開発

ⅰ．高付加価値案件への取り組み

当社では顧客企業の間接業務を取り込むなど付加価値の高い人材サービスの提供と新規業務分野の開

発を目的として、平成20年４月に事業開発本部を設立いたしました。

平成21年４月よりカスタマーサービス部門の業務委託事業を運営するＢＰＯ事業部に正社員を30名配

置し、高度なノウハウが必要とされる事務センターやコールセンターの業務請負事業の新規立ち上げを

担う人材を育成し、下期以降の全国展開に備えます。また、平成21年６月より当社独自のコールセンター

を開設する予定です。コールセンター向け派遣の専門事業部であるＣＣＭ事業部のコンサルティング機

能とコールセンター運営ノウハウをベースに、当社の出資するコールセンター業者からの業務受託に加

え、全国ネットワークと地域経済への結びつきを活かした地方の中小企業のマーケティングニーズの発

掘等を通してコールセンター事業の拡大を図ります。

ⅱ．新市場開拓

医療・介護業界においては医師や看護師などの専門資格を持つ人材だけでなく、医師の事務作業サ

ポートスタッフ等の専門事務系スタッフや医療機関利用者向けのアテンドスタッフについても高い水準

の人材需要が見込めます。

当社では平成20年４月より医療業界へのアプローチを専門に行う本部部署を立ち上げると共に、各拠

点に専任担当者を配置し営業開拓を行っています。また、営業活動を通じて蓄積した業界特有の人材活用

ノウハウをスタッフ向けの教育・研修にも活かし専門スタッフの育成を進めています。

　

株式会社アイライン
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米国発のサブプライムローン問題に起因する景気減速により、アイラインの主要顧客である製造業各

社は、大幅な減産・業務縮小が相次ぎ、当社の主力である製造派遣・請負は、非常に厳しい環境に置かれ

ております。さらに、いわゆる「2009年問題」（特に製造業において派遣期間の終了期限が2009年に一斉

集中し、それ以降の派遣ができなくなる問題）に対し、派遣期間終了を機に、派遣スタッフの直接雇用を

進める顧客が増えてきており、結果、派遣人数が下落基調となっております。

アイラインではこれらの大きな環境変化に対応すべく、採用・営業拠点の統廃合（拠点64拠点→35拠

点）や集中事務処理センターを設置するなど、拠点や間接部門の合理化、ローコストオペレーションを進

めてまいりました。一方、製造以外の分野に対する顧客開拓に昨年からとりかかり、サービス産業を中心

とした新たな領域への事業拡大をはかっております。また、製造業各社に対しましては、引き続き「請負

化の推進」と自社工場であるテクノセンターにおける「委託生産」を推進し、安定的な収益の確保およ

びマーケットシェアの拡大をはかってまいります。

①　2009年問題対策　請負化推進と生産性向上による収益確保

上記の通り、昨年からの製造業における生産減・業務縮小により、アイラインにおける製造派遣および

構内請負も厳しい環境が続いております。しかしながら、製造業におけるニーズは固定費の流動化、製造

工程における品質と生産性の向上、さらにはコストダウンであり、この３つの要望は未だ衰えておりませ

ん。従いまして、アイラインは2009年問題対策として請負化が最善と考え、今後とも強力に推進していく

所存です。具体的には、昨年発足した請負推進本部を中心に、計38事業所の請負化を完了いたしましたが、

さらに請負事業所数を拡大してまいります。顧客における品質向上による満足度の向上と、生産性の向上

による収益の拡大をはかり、共存共栄を目指すとともに、製造工程に携わるスタッフに対しても、雇用の

維持、処遇面の改善やキャリアアップにつなげるべく、顧客・派遣社員（請負スタッフ）・アイラインが

三位一体となり、それぞれの地位を確立できるように努めてまいります。

アイラインが請負化のあるべき姿と捉えているテクノセンター（自社工場）におけるEMS事業におい

ては、平成20年より開始した大手メーカーの生産受託により、当期の売上高は前年比55％増となり、また

次期におきましても20％増を見込んでおります。自社工場による生産ノウハウの構築、製造業に通じたプ

ロフェッショナルな人材育成を進めながら、来るべき景気回復後の製造請負化のニーズに速やかに対応

できる体制を維持し、さらなる発展を目指します。

②　製造以外の新たな分野の開拓・開発による売上拡大

　アイラインは新たな分野の売上拡大をはかるため、平成20年９月より「流通事業部」および「外食事

業部」を立ち上げました。サービス産業は景気後退期においても比較的、アルバイトをはじめ臨時的雇用

のニーズが高く、安定的な需要が期待できます。「流通事業部」においては、販売員の派遣に加え、レジの

チェッカー業務の派遣およびアウトソーシングを開始し、教育をセットにした付加価値の高いサービス

を実施しております。また「外食事業部」においては、飲食店向けにホールスタッフ、キッチンスタッフ

の派遣に加え、ホテルの配膳業務の運営を請け負うなど新たな取組みも実施しております。

また、上記の２事業部においては、派遣だけではなく、直接雇用を望む顧客に対し、数日間の派遣期間を

経て、人材紹介を行う「アルバイト紹介予定派遣」を提案し、アルバイトの慢性的な不足や突発的な退職

の補充に頭を抱える流通・外食産業のニーズに応えております。また各事業ごとに、教育担当者（トレー

ナー）を配置し、スタッフに対する教育訓練を充実し、即戦力となるスタッフ育成に力を入れておりま

す。

流通事業部および外食事業部と同時期に立ち上げた「ドライバー事業部」においては、従来の物流系

の顧客に対して、ドライバーや配送助手の派遣を進め、企業や幼稚園を中心に送迎委託業務の新たなサー

ビス領域の拡大を進めております。

これらの事業は、人材ニーズが高い首都圏を中心に営業展開を行っておりますが、全国ネットワークで
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展開をしている顧客の地方店舗も積極的に営業対象にすることで、今後アイラインの全支店での売上拡

大をはかってまいります。

③　日雇派遣の今後の対応について

　日雇派遣については、原則禁止となる方針が発表されており、同業他社が撤退・業務縮小を行ってお

りますが、日雇派遣を活用している顧客および派遣スタッフに未だニーズが高いため、アイラインでは引

き続きコンプライアンスを維持した上で、法改正までの間、スポット業務を継続してまいります。

ただし、法改正にも備え、日雇・短期という勤務形態を希望するスタッフを顧客に人材紹介を行う「短

期の職業紹介事業」も展開してまいります。仮に日雇派遣が禁止となった場合でも、新たなビジネスモデ

ルにより収益確保が可能となり、顧客の短期的な需要にも対応することが可能となります。そして、直接

雇用を望むスタッフ、顧客においては有料職業紹介（人材紹介）を積極的に展開してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、当連結会計年度末現在において以下のようなものがあります。グループ

各社の諸要因に基づく業績の急激な変動が、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

①法的規制について

当社が属する人材ビジネス事業においては、主に「労働基準法」ならびに「労働者派遣法」等の法的

規制を受けております。当社では、コンプライアンス経営を最重要課題のひとつとして認識し取り組んで

おりますが、これらの関係法令は、社会環境の変化などに応じて今後も適宜改正されていくものと思われ

ます。法的規制が強化・拡大された場合には、当社の事業に制限が加わる可能性があり、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

②人材派遣について

当社グループでは、「労働者派遣法」に基づく厚生労働大臣の許可を受け、顧客企業に人材を派遣する

一般労働者派遣事業（派遣を希望する労働者を事前に登録しておき、登録されている労働者の中から条

件に合致する労働者を雇用した上で派遣する登録型の派遣事業）を行っております。

業務請負事業と人材派遣事業は、それぞれ規制する法規が異なるため、昭和61年労働省告示第37号（労

働者派遣事業と請負事業との区分基準）では、指揮・命令系統の明確化及び受託業務の独立性などによ

り両者を明確に区分することを要請しております。業務請負と人材派遣については、両者を明確に区分し

ておりますが、監督官庁との解釈の相違により指導等を受ける可能性があります。こうした場合、業務体

制の変更等が必要になり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③2009年問題について

2004年に製造業務への派遣が解禁となり、2007年には派遣利用期間が３年間に延長されましたが、2009

年度以降、同一部署への継続した派遣が利用できなくなる抵触日を迎えることになります。

当社グループの株式会社アイラインが製造業務の派遣を行っており、この抵触日を迎えますが、請負化

ができない場合や顧客企業が直接雇用するような場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

④請負業務について

当社グループの請負業務は、顧客企業との業務請負または業務委託契約に基づき、製造現場において、

当社の指揮・命令の下に業務を遂行するものであります。民法第634条は、請負契約における受託者の瑕

疵担保責任について規定しており、不良品の発生に伴うリスクは基本的に当社グループが負担するもの

とされております。労働災害が発生した場合、労働者に対する指揮命令権が当社グループにあることか

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

13/96



ら、その損害を補償する責任を当社グループが負っております。従って、当社グループの受託した業務の

遂行に関連して、上記のような費用負担が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

⑤スタッフの確保について

当社が属する人材ビジネス事業においては、スタッフの確保が非常に重要であり、インターネット、新

聞、雑誌、折込広告等による採用を強化しております。また、教育・研修および福利厚生の充実等によりス

タッフの満足を高め安定確保に努めておりますが、顧客企業の需要に対して充分なスタッフの確保が行

えなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥社会保険加入について

社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法第13条の２及び厚生年金保険法第12条により、

社会保険に加入させる義務があります。この点につきまして、当社の雇用する派遣労働者は、社会保険適

用該当者全員が加入しております。なお、社会保険料の料率改定が実施された場合には、派遣労働者の雇

用事業主である当社にも負担が発生し、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

社会保険制度上、２ヶ月以内の期間を定めて雇用契約を締結する場合、社会保険の適用が除外されてお

ります。このため、短期雇用（２ヶ月以内）のスタッフにつきましては、社会保険適用除外者として費用

負担しておりませんが、当該制度の改正が実施された場合、社会保険料負担が増加する可能性がありま

す。

⑦個人情報の取扱について

総合人材サービス業を営む当社グループは、派遣登録者を始めとする大量の個人情報を取り扱ってお

ります。このため個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムを全社的に施行し、株式会社フジ

スタッフにおいては平成16年10月に、株式会社アイラインにおいては平成17年７月に（財）日本情報処

理開発協会の認定によりプライバシーマークを取得し、またそれぞれのグループ会社すべてに対して個

人情報の受入から保管・利用・廃棄に至る各プロセスにつき取扱基準を明確に定めるとともに、システ

ムに対するアクセス権限の厳格化、内部監査の充実化など、万全の情報セキュリティ体制を確立しており

ます。

このコンプライアンス・プログラムを適切に運用していくことにより、当社では個人情報が漏洩する

危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、何らかの原因により個人情報が外部に漏洩するような事

態が発生した場合には、当社に対する社会的信用の低下による売上高の減少、または損害賠償による費用

の発生等が起こることも考えられ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑧財務要因について

ⅰ資産保有リスクについて

当社グループでは事業用の不動産、投資有価証券等の資産を保有しております。このため、時価の変動

等により、当社グループの業績及び財政状態に影響が出る可能性があります。

ⅱ税効果会計の適用について

当社グループは、５年以内に回収可能と見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。繰延

税金資産の回収可能見込額は、将来の課税所得のほか様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果がか

かる予測・仮定とは異なる可能性があります。特に当社または当社グループの将来の業績が計画を大き

く下回り繰延税金資産の一部が回収できなくなった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

⑨新規事業展開について

当社グループでは今後も、人材ビジネス事業及びその周辺事業等において、新会社の設立または企業買

収による事業展開をしていくことを予定しております。しかしながら、企業買収に伴う多額の資金需要が
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発生する可能性があるほか、労働市場の変化や競合状況により必ずしも企業買収による収益見通しが、当

初の計画通りに推移する保証はなく、想定通りの収益が確保できない場合、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

⑩市場環境の変化について

当社グループは、オフィス向け一般事務派遣から製造派遣・請負、人材紹介、再就職支援など幅広い顧

客に総合人材サービスを提供する事業ポートフォリオの構築を進めております。しかしながら、国内外の

景気変動や社会環境の変化に伴い、人材ビジネスに関する事業環境が急激に変化した場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、人材業界世界２位の規模であるランスタッド・ホールディングス株式会社と平成20年７月よ

り人材サービスのグローバル動向調査プロジェクトを共同で行っております。

また、関係強化のため平成20年11月にランスタッド・ホールディングス株式会社の子会社であるヴェ

ディオール・アジア・ビー・ヴィーが当社株式68,300株（持株比率10.0％）を取得し当社の安定株主と

なっております。

＜ランスタッド・ホールディングス株式会社の概要＞

① 本店所在地　：オランダ（ＮＹＳＥユーロネクスト・アムステルダム証券取引所上場）

② 代表者　　　：ＣＥＯ　ベン・ノートブーム

③ 売上高　　　：約２兆1,120億円（１ユーロ120円換算）

　　　　　　　　　＊2007年度ランスダット社／ヴェディオール社の合計

④ 資本金　　　：約2,243億円（１ユーロ120円換算）

⑤ 従業員数　　：約34,000人

⑥ 主な事業内容：人材派遣、人材紹介、製造業派遣、専門職派遣、エグゼクティブサーチなど

　　　　　　　　 　幅広い人材ソリューションサービス

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

(流動資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて14.4％減少し、12,730百万円となりました。これは主に、現金及

び預金が973百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が2,846百万円減少したためであります。

(固定資産)

固定資産は、前連結会計年度末に比べて10.4％増加し、7,677百万円となりました。これは主に、建物及

び構築物が278百万円、投資有価証券が185百万円、それぞれ増加したためであります。

(流動負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて16.3％減少し、10,524百万円となりました。これは主に、未払費

用が1,537百万円、未払消費税等が531百万円、それぞれ減少したためであります。

(固定負債)

固定負債は、前連結会計年度末に比べて37.7％増加し、3,930百万円となりました。これは主に、社債が

500百万円、長期借入金が455百万円、それぞれ増加したためであります。

(純資産)

純資産は、前連結会計年度末に比べて7.0％減少し、5,953百万円となりました。これは主に、配当金の支

払等により利益剰余金が651百万円減少したためであります。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は2,954百万円となりました。なお、営業活動、投資活

動、財務活動別のキャッシュ・フローの分析については、１［業績等の概要］　(2) キャッシュ・フロー

の状況の項目をご参照ください。

　

(3) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は87,485百万円（前年同期比6.4％減）、営業利益は1,699百万円（前年同期

比50.2％減）、経常利益は1,609百万円（前年同期比52.1％減）、当期純利益は614百万円（前年同期比

65.0％減）となりました。

売上高の分析につきましては、以下のとおりです。

（オフィス業務）

オフィス業務につきましては、国内景気低迷の影響により、既存および新規顧客の派遣需要が減少した

ため、売上高は40,135百万円（前年同期比5.1％減）となりました。第３四半期以降の急激な景気減速の

影響を受け、それまで比較的堅調であった一般・ＯＡ関係の派遣も減少に転じ、すべての業種で対前年同

期比は減少となりました。

（ファクトリー業務）

ファクトリー業務につきましては、第２四半期まで概ね堅調であった電気・通信、半導体・精密および

素材加工関連の主要３業種において第３四半期に入ってから急激な減産や雇用調整が起こったため、売

上高は32,171百万円（前年同期比7.7％減）となりました。

（エンジニア業務）

エンジニア業務につきましては、既存顧客のエンジニア派遣に対する需要が落ち込むと共に、平成20年

８月に株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・システムズと株式会社フジスタッフの共同出資で設立しま

した株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・キャリアウェイにエンジニア業務の一部を譲渡したこともあ

り、売上高は6,599百万円（前年同期比15.9％減）となりました。
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（スポット業務）

スポット業務につきましては、第３四半期までは概ね堅調に推移しておりましたが、第４四半期に入り

国内景気低迷の影響を受けている製造・物流業からの需要が大きく落ち込んだことから、売上高は6,406

百万円（前年同期比2.2%減）となりました。

（人材紹介業務）

国内景気低迷の影響により、オフィス系の人材紹介は減少しましたが、製造派遣の期間満了に伴い、直

接雇用時の人材紹介が増加したことにより、売上高は839百万円（前年同期比3.2%増）となりました。

（その他の業務）

その他の業務につきましては、株式会社アイラインの宇都宮テクノセンター（自社工場）におけるＥ

ＭＳ事業が堅調に推移したため、売上高は1,334百万円（前年同期比18.5％増）となりました。

　

(4) 今後の方針

第３四半期からの急激な生産調整および雇用調整に関しやや底打ち感が出てまいりましたが、依然と

して景気に対する不透明感が強く、現状の景気停滞局面は当面続くことが予想されます。

このような状況の中、フジスタッフにおいては、スタッフの能力開発に努めるとともに、ＢＰＯやコー

ルセンター業務など高付加価値案件の拡充や医療・介護業界における専門事務系スタッフ派遣などの新

市場開拓に取り組んでまいります。また、アイラインにおいては、引き続き請負化の推進と生産性向上お

よび売上原価構造の改善を図るとともに、流通・小売業界、外食業界、ドライバー派遣などのサービス業

分野に対しましても、拡大できるよう取り組んでまいります。

当社グループ全体として、売上高のボトムは次期第一四半期と想定し、また、それ以降につきましても

概ね横ばいの状況が続くものとして事業計画を組んでおりますが、市場動向に迅速に対応できるよう努

めるとともに、さらなる販売管理費の抑制と企業体質の強化を図り、堅実経営を基本に取り組んでまいり

ます。

　

(注) 今後の方針に記載した事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資総額は772百万円であり、主なものは事業譲受に係るのれん329百万円、

宇都宮テクノセンター（自社工場）の寮建設104百万円、宇都宮テクノセンター改装費用80百万円、事務所

の新設・移転・改装費用59百万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

東京本社
(東京都千代田区)

事業所設備 186 6,971 － 1,216 8,373
41
(16)

　

(2) 国内子会社

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱フジス
タッフ

日本橋オフィス
(東京都中央区)

事業所設備 23,642 － － 2,59626,238
98
(17)

宇都宮本社
(栃木県宇都宮市)
※１

事業所設備 218,6632,825
256,634
(1,863)

55,781533,904
95
(26)

西那須野支店
(栃木県那須塩原
市)※１

事業所及び
賃貸設備

135,713 －
51,258
(658)

373 187,346
10
(2)

大阪支店
(大阪市北区)

事業所設備 12,259 － － 2,15314,412
60
(11)

宇都宮第２ビル
(栃木県宇都宮市)
※１

賃貸施設 105,291 －
84,295
(572)

35 189,622
－
(－)

清原寮
(栃木県宇都宮市)
※１

厚生設備 9,154 －
12,773
(492)

44 21,972
－
(－)

アトリウム神楽坂
(東京都新宿区)
※１

厚生設備 256,374 －
985,077
(466)

－ 1,241,451
－
(－)
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会社名
事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱アイラ
イン

宇都宮本社
(栃木県宇都宮市)

事業所設備 91,7785,911
167,747
(1,433)

20,164285,602
31
(72)

東京本社
(東京都千代田区)

事業所設備 13,3112,198 － 3,28718,797
8
(8)

宇都宮支店
(栃木県宇都宮市)

事業所設備 4,408 6,068
83,000
(827)

564 94,041
11
(7)

熊谷支店
(埼玉県熊谷市)

事業所設備 3,871 5,676 － 529 10,077
13
(12)

宇都宮テクノセン
ター
(栃木県宇都宮市)
※１

事業所設備 415,26713,683
87,424
(19,943)

28,250544,626
4
(16)

宇都宮テクノセン
ター寮
(栃木県宇都宮市)
※１

厚生設備 201,578 －
2,487
(744)

1,263205,329
－
(－)

清原寮
( 栃 木 県 宇 都 宮
市)※１

厚生設備 8,438 －
18,400
(567)

　－ 26,838
－
(－)

㈱アイパ
レス

清原寮
(栃木県宇都宮市)
※１

賃貸施設 13,483 －
31,669
(677)

－ 45,153
－
(－)

白河寮
(福島県白河市）
※１

賃貸施設 84,904 －
41,327
(2,086)

－ 126,232
－
(－)

㈱フジネ
クスト

本社
(栃木県宇都宮市）
※１

事業所設備 71,9154,104
34,847
(246)

479 111,346
4
(1)

FujiStaff第３ビル
(栃木県宇都宮市）
※１

賃貸施設 124,737 －
75,330
(437)

683 200,751
－
(1)

土浦ビル
(茨城県土浦市）
※１

賃貸施設 45,622 －
48,700
(207)

－ 94,322
－
(－)

㈱カラー
ズビジョ
ン

宇都宮春木屋ビル
(栃木県宇都宮市)

事業所設備 4,595 9,866 － － 14,461
－
(－)

(注) １　※１以外の建物については賃借しております。

２　総事業所の連結会計年度の賃借料は1,242,576千円であります。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、金額には消費税等を含んでおりません。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

５　上記のほか、主要な賃借及びリース設備はありません。

６　従業員数は就業人員数（社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む）であり、臨時従業員数は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しています。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの当連結会計年度末における重要な新設・改修等に係る設備投資計画はありません。

　

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

19/96



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000

計 2,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月25日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 682,751 682,751ジャスダック証券取引所
当社は単元株制度
は採用しておりま
せん。

計 682,751 682,751 ― ―

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、平成21年６月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。

２　平成20年５月22日開催の取締役会決議により、平成20年５月30日付で自己株式55,000株を消却いたしました。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

①　平成17年６月24日株式会社フジスタッフ株主総会特別決議

　

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 4,760
(注)１
(注)２
(注)４

4,575
(注)１
(注)２
(注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,760
(注)２
(注)４

4,575
(注)２
(注)４

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,100(注)３ 同左 (注)３

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　40,100
資本組入額　20,100

同左

新株予約権の行使の条件

(イ)新株予約権者は、新株予
約権の行使時において、当社
もしくは当社子会社の取締
役、監査役、執行役員または従
業員の地位を有していること
を要します。
(ロ)取締役、監査役または執
行役員であった者に関して
は、在任中に特に功労があっ
たとして取締役会が新株予約
権の継続保有・行使を相当と
過半数の承認をもって認める
場合には、上記(イ)の地位を
失った後も新株予約権を行使
することができるものとしま
す。
(ハ)新株予約権者が死亡した
場合は、相続人は権利を行使
することができないものとし
ます。
(ニ)その他の細目については
当社と付与対象者との間で締
結する新株予約権付与契約の
定めるところによります。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他の一切の処分及び相続は
認められないものとします。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とします。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価格＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率
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また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合

を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　退職等により権利を喪失した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は除外しております。

　

②　平成17年12月20日株式会社アイライン臨時株主総会決議

　

　
事業年度末現在
(平成21年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,000
(注)１
(注)２
(注)４

970
(注)１
(注)２
(注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,300
(注)２
(注)４

4,171
(注)２
(注)４

新株予約権の行使時の払込金額(円) 7,209(注)３ 同左 (注)３

新株予約権の行使期間
平成19年12月21日～
平成22年12月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　7,209
資本組入額　3,605

同左

新株予約権の行使の条件

(イ)新株予約権者は、新株予
約権の行使時において、当社
もしくは当社子会社の取締
役、監査役、執行役員、従業員
または社外の協力者等の地位
を有していることを要しま
す。但し、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理
由のある場合においてはこの
限りではありません。
(ロ)新株予約権者の相続人に
よる行使は認めません。
(ハ)その他の条件については
当社と付与対象者との間で締
結する新株予約権付与契約の
定めるところによります。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を要するもの
とします。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は4.3株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とします。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価格＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合

を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　退職等により権利を喪失した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は除外しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年４月２日
(注）１

737,751737,7512,000,0002,000,000500,000500,000

平成20年５月30日
(注）２

△55,000 682,751 － 2,000,000 － 500,000

（注）１　平成19年４月２日に株式移転により設立しております。

２　平成20年５月30日付自己株式の消却による減少であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 12 10 40 38 1 4,6554,756 －

所有株式数
(株)

－ 53,6421,26368,78380,405 1 478,657682,751 －

所有株式数
の割合(％)

－ 7.86 0.19 10.0711.77 0.00 70.11100.00 －

(注) １　自己株式は「個人その他」に31,117株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が24株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

増山　浩史 栃木県宇都宮市 141,551 20.73

増山　律子 栃木県宇都宮市 71,578 10.48

ヴェディオール・アジア・ビー
ヴィー（常任代理人　ランスタッ
ド株式会社）

NETHERLANDS NL-1112 TC ディーメン,ディ
メール25
（東京都千代田区有楽町一丁目９番１号)

68,300 10.00

増山　瑞比古 栃木県宇都宮市 65,443 9.59

富士総合サービス株式会社 栃木県宇都宮市東簗瀬一丁目28番14号 44,419 6.51

増山　郁夫 栃木県宇都宮市 21,307 3.12

株式会社栃木銀行 栃木県宇都宮市西二丁目１番18号 20,650 3.02

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜四丁目１番25号 16,980 2.49

エー・アンド・アイシステム株
式会社

東京都中央区日本橋箱崎町16番９号 16,525 2.42

増山　聖彦 栃木県宇都宮市 9,771 1.43

計 ― 476,524 69.79

(注）１　上記のほか、自己株式が31,117株（4.56％）あります。

２　ヴェディオール・アジア・ビーヴィーは、新たに主要株主となりました。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  31,117

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 651,634 651,634 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 682,751 ― ―

総株主の議決権 ― 651,634 ―

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が24株含まれております。
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② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フジスタッフホールディン
グス株式会社

東京都千代田区丸の内
一丁目11番１号

31,117 － 31,117 4.56

計 ― 31,117 － 31,117 4.56

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

①　当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法に基づき、平成17年６月24日の株式会社フジスタッフ定時株主総会において決議

されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数

株式会社フジスタッフ取締役　　　　　　　　　　　　　　　 　３名
株式会社フジスタッフ執行役員　　　　　　　　　　　　　　　 ６名
平成17年６月24日現在の株式会社フジスタッフ従業員(正社員)　151名
平成17年６月24日現在の同従業員(契約社員)　　　　　　　　　 ５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

　

②　当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法に基づき、平成17年12月20日の株式会社アイライン臨時株主総会において決議さ

れたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成17年12月20日

付与対象者の区分及び人数

株式会社アイライン取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　４名
株式会社アイライン監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　１名
株式会社アイラインの子会社取締役　　　　　　　　　　　　　３名
株式会社アイライン従業員　　　　　　　　　　　　　　　　　87名
社外の協力者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成19年10月３日)での決議状況(取得期
間平成19年11月28日～平成20年５月31日)

18,000 400,000

当事業年度前における取得自己株式 4,924 118,970

当事業年度における取得自己株式 647 14,221

残存決議株式の総数及び価額の総額 12,429 266,807

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 69.1 66.7
　 　 　

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 69.1 66.7
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年６月26日)での決議状況(取得期
間平成20年６月27日～平成20年９月４日)

6,000 140,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 6,000 109,118

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 30,881

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － 22.1
　 　 　

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － 22.1
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年９月５日)での決議状況(取得期
間平成20年９月８日～平成20年11月７日)

4,000 80,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 2,178 33,722

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,822 46,277

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 45.6 57.8
　 　 　

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 45.6 57.8
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区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年11月25日)での決議状況(取得期
間平成20年11月26日～平成21年３月６日)

12,000 160,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 12,000 137,237

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 22,762

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － 14.2
　 　 　

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － 14.2
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成21年３月10日)での決議状況(取得期
間平成21年３月11日～平成21年５月13日)

8,000 85,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,582 16,244

残存決議株式の総数及び価額の総額 6,418 68,755

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 80.2 80.9
　 　 　

当期間における取得自己株式 5,098 61,057

提出日現在の未行使割合(％) 16.5 9.1

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 55,000 1,208,460 － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（新株予約権の行使) 1,780 37,334 43 696
　 　 　 　 　

保有自己株式数 31,117 － 36,172 　－

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と位置づけており、中長期的な企業価値向上のために必要な

内部留保を確保しつつ、業績連動型の配当を実施いたします。

具体的には、配当性向35％以上を目処として利益還元することにより、今後も株主の皆様により多くの配

当を実施できるよう利益の最大化を目指します。また、内部留保金につきましては、企業体質の強化ならび

に中期的な視野での事業拡充のための重点的な施策など、企業価値向上のための投資に活用してまいりた

いと考えております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、「剰余金の配当等会社

法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によ

らず取締役会の決議により定める」旨定款に定めております。また、当社は中間配当を行うことができる旨

を定めております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

この基本方針に従い、配当については１株当たり中間期末350円、期末250円、年間600円といたしました。

この結果、当期の配当性向（連結）は65.0％となりました。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成20年10月30日取締役会決議 233,123 350.0

平成21年５月27日取締役会決議 162,908 250.0

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 33,750 22,460

最低(円) 17,450 8,000

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 16,800 13,990 14,000 13,900 11,800 11,800

最低(円) 8,000 9,900 11,100 11,670 8,950 9,500

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長
(代表取締役)

　 増　山　浩　史 昭和41年７月19日生

平成12年４月 富士アウトソーシング株式会社

（現　株式会社アイライン）入社、

専務取締役

(注)４ 141,551

平成14年９月 同社代表取締役社長

平成17年６月 ＥＡＰ総研株式会社代表取締役会

長

平成18年６月 株式会社アイライン代表取締役会

長　最高経営責任者（CEO)

平成19年４月 同社取締役（現任)

　 当社代表取締役社長（現任)

　 株式会社フジスタッフ取締役

平成20年12月 株式会社マルチメディアスクール

・ウェーヴ取締役（現任）

取締役
営業統括本部

長
井　上　　　守 昭和28年５月30日生

平成12年10月 富士アウトソーシング株式会社

（現　株式会社アイライン）入社

(注)４ 743

平成13年６月 同社人事部長

平成16年４月 同社執行役員千葉エリア部長

平成17年10月 同社執行役員人事部長

平成18年６月 同社代表取締役社長　最高執行責

任者（COO）（現任）

平成19年４月 当社取締役（現任）

取締役 財務経理担当 増　山　郁　夫 昭和35年12月８日生

昭和62年８月 富士総合サービス株式会社（旧株

式会社フジスタッフ）入社

(注)４ 21,307

平成13年６月 株式会社パソナソフトバンク（現

　株式会社フジスタッフ）取締役

平成15年６月 株式会社フジプロフェシオ（現　

株式会社フジスタッフ）専務取締

役管理本部長

平成15年12月 株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン代表取締役社長

平成19年４月 株式会社フジスタッフ取締役

平成19年６月 同社常務取締役

平成20年６月 当社取締役（現任）

平成21年６月 株式会社フジスタッフ取締役副社

長（現任）

取締役 　 深　津　雅　史 昭和37年７月20日生

平成13年９月 株式会社プロフェシオ（現　株式

会社フジスタッフ）入社、アウト

ソーシング事業部長代理

(注)４ 117

平成17年４月 同社執行役員アウトソーシング事

業部長

平成20年４月 同社執行役員事業開発本部長

平成20年６月 同社取締役

平成21年６月 同社取締役執行役員社長（現任）

　 当社取締役（現任）

取締役 　
ウィガース・マ
ルセル

昭和36年２月10日生

平成15年10月 ランスタッド株式会社（日本）代

表取締役社長

(注)４ －

平成21年２月 ランスタッド社マネージングディ

レクター（アジア担当）（現任）

　 ランスタッド・インハウス・サー

ビス社（オーストラリア）代表取

締役（現任）

平成21年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

監査役
（常勤）

　 宮　脇　壽　行 昭和25年５月26日生

平成18年４月 株式会社フジスタッフ常務執行役

員コンプライアンス室長
(注)５ 77

平成20年６月 同社監査役（現任）

　 当社監査役（現任）

監査役
（常勤）

　 今　井　　　明 昭和27年６月15日生

平成15年４月 株式会社フジプロフェシオ（現株

式会社フジスタッフ）入社、金融

事業部長

(注)５ 84

平成16年６月 同社取締役管理本部長兼人事部長

平成17年６月 同社常務執行役員東京本社営業部

統括部長

平成18年６月 同社専務取締役営業本部長

平成19年４月 当社取締役

平成19年６月 株式会社フジスタッフ取締役総務

部長

平成20年４月 同社取締役管理本部担当部長

平成21年６月 同社監査役（現任）

　 当社監査役（現任）

監査役
（非常勤）

　 土　光　哲　夫 昭和９年３月21日生

平成６年６月 東芝タンガロイ株式会社常務取締

役退任

(注)５ 190

平成14年６月 株式会社プロフェシオ（現　株式

会社フジスタッフ）監査役

平成19年４月 当社監査役（現任）

平成20年６月 株式会社フジスタッフ監査役（現

任）

監査役

（非常勤）
　 掛　川　清　崇 昭和26年６月14日生

平成21年１月 足利不動産株式会社特別顧問（現

任）

(注)５ －

平成21年６月 株式会社フジスタッフ監査役（現

任）

　 株式会社アイライン監査役（現

任）

　 当社監査役（現任）

計 164,069

(注）１　取締役増山郁夫は、代表取締役社長増山浩史の兄であります。

２　取締役ウィガース・マルセルは、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３　監査役土光哲夫並びに掛川清崇は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

４　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成22年３月期に係る定時株主総会終結

のときまでであります。

５　監査役の任期は、宮脇壽行については平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係

る定時株主総会終結のときまで、今井明及び掛川清崇については平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

ときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結のときまで、土光哲夫については平成19年４月２日（当社

設立日）から平成23年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

依　田　友　吉 昭和24年３月26日生

昭和59年４月 霞友監査法人設立　代表社員（現

任）
(注) －

平成12年６月 株式会社アム・コンサルティング

グループ監査役（現任）

　　　　（注） 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

①　基本方針

当社は、人の「心」を軸に、「人にしてもらいたいと思うことを、人にもしなさい。」という経営理念

のもと、ステークホルダー（利害関係者）の権益を守ることを経営の最重要課題と位置付け、さらなる

グループ各社の企業価値向上に向け、コーポレート・ガバナンス強化に積極的に取り組んでおります。

社内体制として、内部統制システムの構築を図るとともに、「経営の重要事項の決定機能及び監督機

能」と経営の透明性を確保し、コンプライアンスを重視した経営を推進します。また、この経営管理体

制に基づき適切かつ迅速な情報開示を実施します。

②　当社の経営体制

当社の経営体制につきましては、以下のとおり、取締役はグループ各社を含めた全社的視野に立った

経営意思決定機能を担い、また、監査役が取締役会の職務執行をチェック・牽制することにより、より

緊張関係を保った経営体制構築を図っております。 

・取締役は、グループ各社を含めた全社的視野に立った経営意思決定を行うポジションとして、経営

方針ならびに重要事項の決定、そして職務執行の監督を行い、経営全般にわたる責任を担います。

・監査役は、経営監視機能を担い、取締役会をはじめ重要会議に積極的に参画し、意思決定プロセス

のチェックと経営全般にわたる職務執行に関する監査を行うものとします。

・社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、透明

性を高める体制を敷いております。

③　ステークホルダーに対する取組み

ａ．株主・投資家の皆様へ

グループ各社の企業価値の拡大に向け、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させることが重

要であると認識しております。株主・投資家の皆様に対する会社情報の提供につきましては、公平性

・透明性・継続性を基本に、適時適正かつ積極的に取り組みます。また、株主の皆様への利益還元は、

重要な経営課題と位置付け、業績を十分勘案しながら、株主資本コストを考慮し、利益配分を実施し

ていく方針です。

ｂ．企業・スタッフの皆様へ

各グループの営業担当者とコーディネーターが一体となり、「きめ細やかなサポート体制」を敷

くことで、スタッフが安心して働ける就業環境を提供します。また、各種スクール・セミナー等によ

るスキルアップの機会拡充や、働く女性を応援する「ｆｆプロジェクト」による就業促進のための

インフラ整備等を通じて、スタッフが意欲的に仕事に取り組むための支援体制を提供します。企業様

には、高い専門性と豊かな人間性を兼ね備え、「仕事力・人間力」をもつスタッフに対する就業の場

をご提供いただくことにより、結果として企業様の発展の一助になるものと考えております。

④　ＣＳＲへの取組み

大切な「人」を見つめ育てることができる世の中、さまざまな「働くこころ」が響き合う世の中を

目指すことが、活き活きと調和のとれた社会の実現につながるものと考えております。このスローガン

に基づき、ホールディングス・グループでは、チャレンジド（しょうがい者）支援事業などの社会貢献

活動やチーム・マイナス６％に参加するなど環境問題にもグループ全社をあげて取り組んでおりま

す。社員一人ひとりが企業理念を自覚・実践し、社会組織の一員として、「活き活きとして調和のとれ

た社会の実現」を目指します。
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　　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の内容

ａ．取締役の役割

取締役は、グループ各社を含めた全社的視野に立った経営意思決定を行うポジションとして、経営

方針ならびに重要事項の決定、そして職務執行の監督を行い、経営全般にわたる責任を担っておりま

す。

ｂ．監査役制度の採用

監査役制度を採用し、現在４名体制で２名が社外監査役であります。監査役は、経営監視機能を担

い、取締役会をはじめ重要会議に積極的に参画し、意思決定プロセスのチェックと経営全般にわたる

職務執行に関する監査を行っております。

ｃ．社外取締役制度の採用

社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、透明

性を高める体制を敷いております。

ｄ．取締役会及び監査役会等の重要な会議

・取締役会

「取締役会」は、全社的視野に立った経営意思決定及び職務執行の監督機能を本務に、月１回以上

開催しており、重要な議題を諮る場合は臨時取締役会を随時開催しております。

・監査役会

「監査役会」は、取締役会開催前に開催し、（月１回以上）、取締役会議題について検証すると同

時に監査役間の意見交換を行っております。

・コンプライアンス委員会

コンプライアンス体制、情報管理ならびにリスク管理体制を審議する機関として、グループ各社の

社長が委員長となり関係部門責任者から構成される「コンプライアンス委員会」を月１回開催して

おります。当社はグループ各社からの報告により、遵守状況を監視及び指導しております。

・予算委員会

企業の永続的事業運営（ゴーイング・コンサーン）の観点から、各期における経営ビジョン・事

業方針を達成するべく計数目標（ベンチマーク）である予算計画を審議する機関として「予算委員

会」を毎期開催しております。これにより目標達成に向けた確約の意識付けを全社的に浸透させて、

グループ各社、各部門の実行責任を明確にしております。
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②　内部統制システム及びリスク管理体制構築に関する基本方針

ａ．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項第４号）

ⅰ）グループ全社の事業活動に法令および定款遵守の取組みを浸透させるべく、社長直轄の「内部

統制室」を設置するとともに、「コンプライアンス委員会規程」に基づきコンプライアンス体

制の構築、運用を統括する組織体として社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を組

成し、内部統制室がその事務局にあたります。コンプライアンス委員会は、ホールディングス・

グループ全社レベルでのコンプライアンスプログラムの企画、運営、維持、管理および教育体制

の整備に努めるとともに、コンプライアンス上の問題や体制運営上の進捗など、情報および協議

結果を取締役会ならびに監査役会に適宜報告します。

ⅱ）グループ全社の取締役および使用人を含めた行動規範として、ホールディングス・グループ経

営理念ならびに法令、定款等遵法の精神に基づく「行動規範」および「行動基準」を定めると

ともに、コンプライアンス体制に関する倫理規程（コンプラインスマニュアル）を活用します。

ⅲ）社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、透

明性を高める体制を敷きます。

ⅳ）社長直轄の「監査部」がコンプライアンス状況を監査し、グループ全社各部門への牽制チェッ

クにより業務が適正かつ効率的に運営されているかを幅広く検証する体制を敷きます。

ⅴ）取締役および使用人は、グループ全社の事業活動に法令および定款違反の疑義のある行為、もし

くはグループ全社の事業活動に著しく損害を及ぼす事実等を発見した場合、「ホットライン」

の窓口であるホールディングスの常勤監査役に通知します。常勤監査役は、通知内容を精査した

上で、必要な場合は調査を行い、取締役会に報告します。

ⅵ）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、外部専門機関と緊密な連携を

図り、取引を含めた一切の関係を持たぬよう社会常識と正義感を持ち、毅然とした態度で組織的

に対応します。反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行

い、裏取引や資金提供は絶対に行いません。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第１号）

ⅰ）取締役会議事録および審議資料等をはじめ、取締役の職務執行状況を確認する重要な文書につ

いては、文書管理規程に基づき、その保存媒体に応じて情報の安全性かつ検索性の高い状態で保

存管理する体制を敷きます。

ⅱ）取締役または監査役からの閲覧要請があった場合には、総務部門による集中管理により、必要に

応じてスムーズに閲覧できる体制を敷きます。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第１項第２号）

ⅰ）リスクマネジメントを推進するため、内部統制室がリスク管理の業務にあたります。

ⅱ）内部統制室は、リスク管理の基本方針の決定、リスク管理規程の制定、リスク検証評価の実施、未

然防止策への恒常的取組み、社内周知徹底活動、および発生時における迅速、適切対応の協議を

行い、ホールディングス・グループ全社レベルでのリスク管理体制を敷きます。

ⅲ）不測の事態が発生した場合の手続きを含む危機管理体制を整備し、迅速かつ適正な対応を行い、

損害の拡大を防止し、被害を最小限に止めます。

ⅳ）内部統制室は、リスク管理の状況等につき、取締役会ならびに監査役会に適宜報告します。

ｄ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

33/96



（会社法施行規則第100条第１項第３号）

ⅰ）取締役の職務執行に関しては、運営手続きを定めた「取締役会規程」に基づき取締役会を原則

月１回開催し、必要に応じて適宜臨時に開催するものとします。経営に関する重要事項について

は、取締役会で審議し合議的手段により意思決定を諮る体制を敷きます。

ⅱ）「職務権限規程」「稟議規程」により、取締役の担当する職務執行、チェック機能を明確にする

ことで、適正かつ効率的に意思決定を行える体制を敷きます。

ｅ．当ホールディングスおよびその事業会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制（会社法施行規則第100条第１項第５号）

ⅰ）当ホールディングスの取締役および使用人は、事業会社において、法令および定款違反、その他

コンプライアンスに関する問題を発見した場合には、「ホットライン」の窓口であるホール

ディングスの常勤監査役に通知します。常勤監査役は、通知内容を精査した上で、必要な場合は

調査を行い、取締役会に報告します。

ⅱ）事業会社における業務の適正を確保するため、ホールディングス・グループの行動基準に準じ

たコンプライアンスプログラム体制並びにリスク管理体制を整備し、事業会社の取締役および

使用人に対する教育を周知徹底します。

ⅲ）事業会社の経営管理について、「グループ会社管理規程」に基づき、当ホールディングスへの報

告制度による事業会社経営の管理を行うこととし、必要に応じてモニタリングを実施します。ま

た、事業会社との各種連絡会を設置し、随時、連携と情報共有を図りながら、事業会社内での内部

統制機能の強化および経営の効率化を図ります。なお、事業会社の子会社に対しては事業会社を

通じて経営管理を行うこととします。

ⅳ）事業会社が、当ホールディングスからの経営管理・運営について、それが法令および定款違反、

またはコンプライアンス上に問題があると認めた場合には、「ホットライン」の窓口である

ホールディングスの常勤監査役に通知します。常勤監査役は、通知内容を精査した上で、必要な

場合は調査を行い、取締役会に報告します。

ⅴ）当ホールディングスの監査役は、事業会社の監査役と情報交換の場を定期的に設けます。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、補助使用人という）を置くことを求めた場合にお

ける補助使用人に関する事項ならびに補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

（会社法施行規則第100条第３項第１号および会社法施行規則第100条第３項第２号）

ⅰ）監査役は、必要に応じて自らの職務を補助させるために監査部の使用人に補助使用人として業

務を命じ、監査部は当該業務を行う旨、職務分掌で明確化します。

ⅱ）監査役から職務を補助することの要請を受けた監査部の使用人は、補助使用人としての要請に

応じて行う監査につき、監査部門の独立性を確保するために取締役の指揮・命令を受けないも

のとします。また、監査部の使用人の補助使用人としての任命、解任、異動、人事評価等について、

取締役からの独立性を確保するため、監査役は取締役と充分に意見交換を行います。

ｇ．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制およ

びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第３号および会社法施行規則第100条第３項第４号）

ⅰ）監査役は、必要に応じていつでも、取締役および使用人に対して事業の報告を求め、重要と思わ

れる会議に出席し、また、書類の提示を求めることができるものとします。

ⅱ）監査役は、監査の実効性を確保するために必要な相互の意思疎通を図る目的で、定期的に取締

役、会計監査人、監査部と意見および情報交換の機会を確保します。

ⅲ）監査役は、監査部に対して、内部監査の計画および結果の報告を、定期的、或いは必要に応じて提
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出させ、また、監査部に調査を求め監査体制の効率化を図ります。

ｈ．財務報告の信頼性を確保するための体制

ⅰ）取締役は、金融商品取引法の定めに従い、財務報告の信頼性を確保することを目的として、財務

報告に係わる内部統制の評価および監査に関する実施基準に基づき整備し、適正な運用体制を

敷きます。

ⅱ）内部統制評価委員会は、財務報告に係わる内部統制の整備状況と運用状況を評価および監査し、

その結果を取締役会に報告します。

　

③　内部監査及び監査役監査の状況

監査体制の強化を図り、取締役の職務執行に対して厳正に対応しております。監査役は、取締役会以

外の重要会議にも積極的に出席し、また、重要文書を閲覧することにより、意思決定プロセスのチェッ

クと取締役の職務執行の監査を強化しております。

内部監査体制についても営業部門、管理部門とは独立した「監査部」を設置し、専任の担当者１名が

事業会社の内部監査室（３名)と連携して、各部門への牽制チェックと現場への啓蒙型指導によって業

務が適正かつ効率的に運営されているかを幅広く検証しております。

　

④　会計監査の状況

会計監査については、新日本有限責任監査法人の公認会計士による監査を適正に受けており、また監

査役及び監査部とも連携し、情報の共有を行い、監査の実効性を確保しております。

・業務を執行した公認会計士の氏名等、継続関与年数及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 継続関与年数 所属する監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

上林三子雄 ２年

新日本有限責任監査法人
神山　宗武 ２年

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士６名　その他23名

　　　 （注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者等であります。

　

⑤　社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役及び社外監査役と当社の人的関係、資本的関係または取引関係等はありません。

　

　役員報酬の内容

当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は、以下のとおりであります。

　
取締役
（うち社外取締役）

76,072千円
(5,925千円)

監査役
（うち社外監査役）

19,866千円
(7,200千円)

　

　取締役の定数

当社の取締役は、９名以内とする旨定款に定めております。

　

　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任
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決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

また、取締役の解任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及び理由

①　自己株式の取得

会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

②　取締役の責任免除

会社法第426条の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条の行為に関する取締役（取締役

であった者を含む。）の責任を、法令の限度において、免除することができる旨定款に定めております。

また、会社法第427条の規定により、社外取締役との間に、同法第423条の行為による賠償責任を限定す

る契約を、法令が定める限度額において、締結することができる旨についても定款に定めております。

これは、取締役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであり

ます。

③　監査役の責任免除

会社法第426条の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条の行為に関する監査役（監査役

であった者を含む。）の責任を、法令の限度において、免除することができる旨定款に定めております。

また、会社法第427条の規定により、社外監査役との間に、同法第423条の行為による賠償責任を限定す

る契約を、法令が定める限度額において、締結することができる旨についても定款に定めております。

これは、監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであり

ます。

④　会計監査人の責任免除

会社法第427条の規定により、会計監査人との間に、同法第423条の行為による賠償責任を限定する契

約を、法令が定める限度額において、締結することができる旨について定款に定めております。これは、

会計監査人が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためでありま

す。

⑤　剰余金の配当等の決定機関

剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金

の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のであります。

⑥　中間配当

取締役会の決議によって、毎年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は電磁的に記録された株主

又は登録株式質権者に対し、中間配当をすることができる旨定款に定めております。これにつきまして

も、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、当社定款に基づき、賠償責任の限度額を法令が定める限

度額とする責任限定契約を締結しております。

　

　株主総会の特別決議要件
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当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、当該株主総会で議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分

の２以上に当たる多数をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足

数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするものであります。

　

　利益相反取引

当社は、会社と特定の株主の間で利益が相反する恐れのある取引を行う場合には、当該取引予定内容及

び取引予定額、また各々の実績について、取締役会の承認を得ることとしております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 － － 44,000 －

連結子会社 － － 6,000 －

計 － － 50,000 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を考慮して決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成19年４月２日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成19年４月２日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月２日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月２日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表

については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査

法人となりました。
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１【連結財務諸表等】
(１)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,167,524 3,141,250

受取手形及び売掛金 10,989,406 8,143,160

たな卸資産 75,870 －

貯蔵品 － 86,370

未収還付法人税等 305,811 307,106

前払費用 490,864 419,166

繰延税金資産 425,533 497,677

その他 466,433 169,885

貸倒引当金 △40,898 △33,937

流動資産合計 14,880,545 12,730,681

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,692,520 3,185,146

減価償却累計額 △992,073 △1,206,564

建物及び構築物（純額） 1,700,447 1,978,582

機械装置及び運搬具 315,918 413,900

減価償却累計額 △136,311 △258,253

機械装置及び運搬具（純額） 179,607 155,647

土地 1,935,241 1,922,438

建設仮勘定 40,277 13,368

その他 772,930 768,053

減価償却累計額 △586,090 △614,545

その他（純額） 186,840 153,507

有形固定資産合計 4,042,413 4,223,544

無形固定資産

のれん 190,216 327,430

その他 384,768 333,961

無形固定資産合計 574,984 661,391

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 822,516 1,007,842

関係会社株式 32,207 164,669

長期貸付金 31,771 249,106

敷金及び保証金 848,715 814,610

繰延税金資産 435,894 467,864

その他 258,371 266,374

貸倒引当金 △95,011 △177,588

投資その他の資産合計 2,334,465 2,792,878

固定資産合計 6,951,863 7,677,814

資産合計 21,832,409 20,408,496
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 43,915 40,217

短期借入金 275,000 460,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 2,865,385 3,069,701

未払費用 6,362,396 4,825,206

未払法人税等 427,839 386,262

未払消費税等 974,374 442,531

賞与引当金 726,587 689,077

ポイント引当金 111,955 105,206

その他 791,126 506,659

流動負債合計 12,578,580 10,524,861

固定負債

社債 － 500,000

長期借入金 ※1
 2,280,664 2,735,975

退職給付引当金 466,794 599,598

役員退職慰労引当金 26,570 5,550

その他 80,119 89,452

固定負債合計 2,854,147 3,930,576

負債合計 15,432,727 14,455,438

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金 2,526,085 500,000

利益剰余金 4,948,648 4,297,494

自己株式 △3,031,257 △740,969

株主資本合計 6,443,477 6,056,525

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △43,795 △103,467

評価・換算差額等合計 △43,795 △103,467

純資産合計 6,399,682 5,953,058

負債純資産合計 21,832,409 20,408,496
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 93,510,791 87,485,776

売上原価 75,259,572 71,457,817

売上総利益 18,251,218 16,027,959

販売費及び一般管理費 ※1
 14,836,855

※1
 14,328,283

営業利益 3,414,362 1,699,675

営業外収益

受取利息 4,484 8,468

受取配当金 5,541 10,008

助成金収入 8,163 8,697

受取賃貸料 69,425 65,185

受取補償金 － 15,000

その他 23,041 41,839

営業外収益合計 110,656 149,200

営業外費用

支払利息 104,717 106,544

持分法による投資損失 － 42,230

賃貸費用 44,614 25,467

その他 14,758 64,816

営業外費用合計 164,090 239,058

経常利益 3,360,928 1,609,817

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 8,028

投資有価証券売却益 2 －

ポイント引当金戻入額 － 13,921

事業譲渡益 7,800 47,678

特別利益合計 7,802 69,627

特別損失

固定資産売却損 ※3
 6

※3
 559

固定資産除却損 ※4
 53,785

※4
 85,893

投資有価証券売却損 217 －

投資有価証券評価損 40,864 12,893

賃貸借契約解約損 82,661 72,939

関係会社支援損 － 15,000

減損損失 － ※5
 218,073

特別損失合計 177,535 405,359

税金等調整前当期純利益 3,191,196 1,274,085

法人税、住民税及び事業税 1,417,400 725,801

法人税等調整額 19,263 △66,183

法人税等合計 1,436,663 659,617

当期純利益 1,754,532 614,467
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 － 2,000,000

当期変動額

株式移転による増加 2,000,000 －

当期変動額合計 2,000,000 －

当期末残高 2,000,000 2,000,000

資本剰余金

前期末残高 － 2,526,085

当期変動額

株式移転による増加 2,520,286 －

剰余金の配当 △202,549 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

連結子会社からの自己株式の取得による
剰余金の増加高

238,178 －

自己株式の処分 △29,830 △55,415

自己株式の消却 － △2,532,585

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 862,265

当期変動額合計 2,526,085 △2,026,085

当期末残高 2,526,085 500,000

利益剰余金

前期末残高 － 4,948,648

当期変動額

株式移転による増加 3,781,215 －

剰余金の配当 △471,814 △403,356

当期純利益 1,754,532 614,467

連結範囲の変動 △115,285 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △862,265

当期変動額合計 4,948,648 △651,153

当期末残高 4,948,648 4,297,494

自己株式

前期末残高 － △3,031,257

当期変動額

株式移転による増加 △2,956,685 －

自己株式の処分 44,399 68,247

自己株式の消却 － 2,532,585

自己株式の取得 △118,970 △310,544

当期変動額合計 △3,031,257 2,290,287

当期末残高 △3,031,257 △740,969

株主資本合計

前期末残高 － 6,443,477

当期変動額

株式移転による増加 5,344,816 －
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

剰余金の配当 △674,364 △403,356

当期純利益 1,754,532 614,467

連結範囲の変動 △115,285 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

連結子会社からの自己株式の取得による
剰余金の増加高

238,178 －

自己株式の処分 14,569 12,832

自己株式の消却 － －

自己株式の取得 △118,970 △310,544

当期変動額合計 6,443,477 △386,951

当期末残高 6,443,477 6,056,525

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － △43,795

当期変動額

株式移転による増加 9,473 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△53,268 △59,672

当期変動額合計 △43,795 △59,672

当期末残高 △43,795 △103,467

評価・換算差額等合計

前期末残高 － △43,795

当期変動額

株式移転による増加 9,473 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△53,268 △59,672

当期変動額合計 △43,795 △59,672

当期末残高 △43,795 △103,467

純資産合計

前期末残高 － 6,399,682

当期変動額

株式移転による増加 5,354,289 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

剰余金の配当 △674,364 △403,356

当期純利益 1,754,532 614,467

連結範囲の変動 △115,285 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

連結子会社からの自己株式の取得による剰余
金の増加高

238,178 －

自己株式の処分 14,569 12,832

自己株式の消却 － －

自己株式の取得 △118,970 △310,544

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △53,268 △59,672

当期変動額合計 6,399,682 △446,624

当期末残高 6,399,682 5,953,058

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

44/96



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,191,196 1,274,085

減価償却費 498,744 496,493

のれん償却額 65,561 83,412

減損損失 － 218,073

貸倒引当金の増減額（△は減少） 31,489 75,557

賞与引当金の増減額（△は減少） 74,552 △38,549

ポイント引当金の増減額（△は減少） 76,777 △6,749

退職給付引当金の増減額（△は減少） 138,477 132,804

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 702 △21,020

受取利息及び受取配当金 △10,025 △18,476

支払利息 104,717 106,544

固定資産売却損益（△は益） 6 △7,468

固定資産除却損 53,785 85,893

持分法による投資損益（△は益） － 42,230

投資有価証券売却益 △2 －

投資有価証券売却損 217 －

投資有価証券評価損益（△は益） 40,864 12,893

事業譲渡損益（△は益） △7,800 △47,678

関係会社支援損 － 15,000

売上債権の増減額（△は増加） △2,567 2,856,586

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,227 △10,250

仕入債務及び未払費用の減少額 △259,729 －

仕入債務の増減額（△は減少） － △8,573

未払費用の増減額（△は減少） － △1,539,258

未払消費税等の増減額（△は減少） △74,946 △525,968

未払金の増減額（△は減少） △240,682 △248,345

預り金の増減額（△は減少） △451,102 △60,792

その他 △76,485 71,516

小計 3,136,523 2,937,959

利息及び配当金の受取額 9,063 19,767

利息の支払額 △107,138 △109,480

法人税等の還付額 － 304,639

法人税等の支払額 △1,256,979 △1,075,829

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,781,468 2,077,057
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △4,907

定期預金の払戻による収入 － 3,202

有形固定資産の取得による支出 △495,592 △346,100

有形固定資産の売却による収入 6,008 121,639

有形固定資産の除却による支出 － △10,944

無形固定資産の取得による支出 △74,122 △113,520

投資有価証券の取得による支出 △510,306 △312,368

投資有価証券の売却による収入 17,302 －

関係会社株式の取得による支出 △7,230 △210,500

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△355 ※2
 △32,205

敷金及び保証金の差入による支出 △173,322 △143,860

敷金及び保証金の回収による収入 162,758 122,598

短期貸付けによる支出 △318,000 △281,000

短期貸付金の回収による収入 29,338 574,040

長期貸付けによる支出 － △241,599

長期貸付金の回収による収入 － 9,203

事業譲渡による収入 8,159 ※3
 93,487

営業譲受による支出 － ※4
 △343,448

その他 △18,321 △11,323

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,373,682 △1,127,607

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,355,000 172,568

長期借入れによる収入 4,625,000 4,280,000

長期借入金の返済による支出 △3,585,602 △3,913,287

社債の発行による収入 － 500,000

社債の償還による支出 △200,000 －

自己株式の売却による収入 14,569 12,832

自己株式の取得による支出 △118,970 △310,544

配当金の支払額 △674,161 △701,915

その他 1,547 7,836

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,292,617 47,488

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △884,831 996,938

現金及び現金同等物の期首残高 2,898,298 1,967,524

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △45,942 △10,000

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,967,524

※1
 2,954,463
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　11社

　主要な連結子会社の名称

　　株式会社フジスタッフ

　　株式会社アイライン

　　当連結会計年度に、株式会社エル・

シー・エーCCMの株式を取得し同社

を連結の範囲に含めましたが、同社

が営む事業を全て株式会社フジス

タッフへ譲渡したことに伴い、資産、

売上高、利益及び利益剰余金におけ

る重要性がなくなったため、連結の

範囲より除外しております。

　　また、株式会社フジスタッフITにつ

いては、当連結会計年度において新

たに設立したため、連結の範囲に含

めております。

(1) 連結子会社の数　　　11社

　主要な連結子会社の名称

　　株式会社フジスタッフ

　　株式会社アイライン

　　当連結会計年度に、株式会社フジネ

クスト及び株式会社カラーズビジョ

ンは新たに株式を取得したため、連

結の範囲に含めております。

　　また当連結会計年度に、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・データ・キャリア

ウェイ（平成20年６月27日付けで株

式会社フジスタッフＩＴから社名変

更）は第三者割当増資に伴い持分比

率が低下したため、連結子会社から

持分法適用関連会社に変更しており

ます。

　　当連結会計年度に、株式会社アイネ

クストは清算されたため、連結の範

囲より除外しております。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称

　　I LINE MALAYSIA SDN.BHD

　　I LINE(THAILAND)CO.,LTD

　(連結の範囲から除いた理由)

　　非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の範囲から除

外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社の数

　　該当事項はありません。

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社の数　　　１社

　主要な持分法適用関連会社の名称

　　株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

・キャリアウェイ

　　当連結会計年度に、株式会社エヌ・

ティ・ティ・データ・キャリアウェ

イは第三者割当増資に伴い持分比率

が低下したため、連結子会社から持

分法適用関連会社に変更しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

　　I LINE MALAYSIA SDN.BHD

　　I LINE(THAILAND)CO.,LTD

　(持分法を適用しない理由)

　　持分法非適用会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)に

よっております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法によって

おります。

　　　　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

　　　時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　②　たな卸資産

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法によっております。

　②　たな卸資産

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によって

おります。

　　（会計方針の変更）

　　棚卸資産の評価に関する会計基準の

適用

　　　「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日公表分）を当連結会

計年度から適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。なお、こ

れによる損益に与える影響はあり

ません。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産

　　　定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 ２年～50年

機械装置
及び運搬具

２年～６年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産（リース資産を除

く）

　　　定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 ２年～50年

機械装置
及び運搬具

２年～６年

　 　②　無形固定資産

　　　定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年以内)に基づく定額法によって

おります。

　②　無形固定資産（リース資産を除

く）

　　　定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年以内)に基づく定額法によって

おります。

　

―――――――――

 

　③　リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

　 　②　賞与引当金

　　　従業員に支給する賞与に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計

年度負担額を計上しております。

　②　賞与引当金

同左

　 　③　ポイント引当金

　　　スタッフに付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、

当連結会計年度末において将来使

用されると見込まれる額を計上し

ております。

　③　ポイント引当金

同左

　 　④　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、計上して

おります。

　　　数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

　④　退職給付引当金

同左

　 　⑤　役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金に備えるため、内

規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。

　⑤　役員退職慰労引当金

同左

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

―――――――――

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　　特例処理の要件を充たしている金

利スワップについて特例処理を採

用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

同左

　 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段

　　　金利スワップ

　　ヘッジ対象

　　　借入金利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　③　ヘッジ方針

　　　金利リスクの低減のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っておりま

す。

　③　ヘッジ方針

同左

　 　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　　金利スワップの特例処理の要件を

充たしているため、有効性の評価

を省略しております。

　④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

　 (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　①　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　①　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法によっております。 同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんは、５年で均等償却しておりま

す。

のれんは、投資の効果が及ぶ期間で均

等償却しております。なお、金額が僅少

である場合は、発生年度において全額

償却しております。

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

　

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――― （リース取引に関する会計基準等）

当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号　平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）平成19年３月30日改正）及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号　平成６年１月18日（日本公認

会計士協会 会計制度委員会）平成19年３月30日改

正）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

また、これによる損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――― （連結貸借対照表）

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号)が適用になることに伴

い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲

記されたものは、当連結会計年度より「貯蔵品」に区

分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」は、全額「貯

蔵品」であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度における「仕入債務及び未払費用の

減少額」は、EDINETへのXBRL導入に伴い連結財務諸表

の比較可能性を向上するため、当連結会計年度より

「仕入債務の増減額（△は減少）」「未払費用の増減

額（△は減少）」として表示しております。なお、前連

結会計年度の「仕入債務の増減額（△は減少）」「未

払費用の増減額（△は減少）」はそれぞれ、13,545千

円、246,184千円であります。

前連結会計年度における「投資有価証券売却益」

「投資有価証券売却損」は、EDINETへのXBRL導入に伴

い連結財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結

会計年度より「投資有価証券売却損益（△は益）」と

して表示しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

投資有価証券 111,630千円

―――――――――

　　　担保付債務は、次のとおりであります。

一年内返済予定
長期借入金

405,340千円

長期借入金 281,480

　計 686,820千円

　

　２　偶発債務

　　　下記の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っており

ます。

保証先 金額 内容

PT Fujistaff Indonesia15,260千円借入債務

 

　２　偶発債務

　　　下記の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っており

ます。

保証先 金額 内容

PT Fujistaff Indonesia12,900千円借入債務

株式会社マルチメディア
スクール・ウェーヴ

50,000千円借入債務

 

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与及び賞与等 7,177,269千円

賞与引当金繰入額 475,167

賃借料 1,277,200

減価償却費 434,588

のれん償却額 65,561

貸倒引当金繰入額 33,795

退職給付費用 113,693

募集費 1,609,687

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料及び賞与 7,481,430千円

賞与引当金繰入額 486,980

賃借料 1,242,576

減価償却費 414,804

のれん償却額 83,412

貸倒引当金繰入額 77,526

退職給付費用 131,238

募集費 1,141,656

――――――――――

 
※２　固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 89千円

土地 7,938

　計 8,028千円

※３　固定資産売却損の内訳

有形固定資産その他 6千円

※３　固定資産売却損の内訳

有形固定資産その他 559千円

※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 35,779千円

機械装置及び運搬具 173

有形固定資産その他 3,857

無形固定資産その他 13,975

　計 53,785千円

※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 46,837千円

機械装置及び運搬具 691

有形固定資産その他 9,725

無形固定資産その他 28,639

　計 85,893千円
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前連結会計年度
(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――――
 

※５　減損損失

当社グループは、当連結会計年度において、以下

の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(千円)

㈱フジスタッフ仙
台支店（宮城県仙
台市）ほか４支店

事業所設備
建物及び構築物 8,475

有形固定資産そ
の他

1,239

㈱アイライン札幌
支店（北海道札幌
市）ほか３支店

事業所設備
建物及び構築物 5,362

有形固定資産そ
の他

1,210

㈱エム・アール・
アイ・ジャパン
（東京都港区)

事業所設備

有形固定資産そ
の他

499

無形固定資産そ
の他

10,791

－
投資その他の資
産その他

72,808

㈱アステージ（東
京都中央区)

－ のれん 107,471

㈱アイプレス（東
京都新宿区）

－ のれん 10,216

　計 218,073

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、独立し
た最小の損益管理単位を識別してグルーピングを行っ
ております。
　㈱フジスタッフの各支店につきましては、事務所の移
転・統合が確定しており使用価値がなくなったため、全
額を減損処理いたしました。
　㈱アイラインの各支店につきましては、翌期以降の
キャッシュ・フローが見込めず、もしくは閉鎖が確定し
ており、いずれも使用価値がなくなったため、全額を減
損処理いたしました。
　㈱エム・アール・アイ・ジャパンにつきましては、商
標類の一部使用を中止することとしたため、使用権等を
減損処理いたしました。
　㈱アステージと㈱アイプレスののれんにつきまして
は、株式取得時に策定した事業計画において想定してい
た収益見込みが減少したため、全額を減損処理いたしま
した。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) － 737,751 － 737,751

　
(変動事由の概要)

普通株式の増加737,751株は、株式移転による持株会社設立による増加であります。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) － 67,511 2,021 65,490

　
(変動事由の概要)

自己株式の増加67,511株は、株式移転に伴い連結子会社が取得した当社株式による増加62,587株、取締役会決議

による自己株式の取得による増加4,924株であります。なお、当連結会計年度末においては、当該自己株式は連結

子会社から当社へ譲渡されております。

自己株式の減少2,021株は、ストック・オプションの行使によるものであります。

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
株式会社フジス
タッフ定時株主総
会

普通株式 231,814 7.0平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年６月27日
株式会社アイライ
ン定時株主総会

普通株式 240,000 3,000.0平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年10月29日
当社取締役会

普通株式 202,549 300.0平成19年９月30日 平成19年12月14日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月29日
取締役会

普通株式 資本剰余金 67,226 100.0平成20年３月31日 平成20年６月27日

普通株式 利益剰余金 403,356 600.0平成20年３月31日 平成20年６月27日
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 737,751 － 55,000 682,751

　
(変動事由の概要)

普通株式の減少55,000株は、平成20年５月30日付の会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却によるもので

あります。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 65,490 22,407 56,780 31,117

　
(変動事由の概要)

自己株式の増加22,407株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

自己株式の減少56,780株は、自己株式の消却による減少55,000株及びストック・オプションの行使による減少

1,780株であります。

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月29日
取締役会

普通株式 470,582 700.0平成20年３月31日 平成20年６月27日

平成20年10月30日
取締役会

普通株式 233,123 350.0平成20年９月30日 平成20年12月５日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 162,908 250.0平成21年３月31日 平成21年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,167,524千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △200,000

現金及び現金同等物 1,967,524千円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 3,141,250千円

流動資産その他に含まれる有
価証券

14,917

計 3,156,168千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △201,705

現金及び現金同等物 2,954,463千円
 

――――――――――

 
※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳ならびに株式の取得価額

と取得による支出（純額）との関係は次のとおりで

あります。

株式会社フジネクスト及び株式会社カラーズビジョ

ン　　　　　　　　　　（平成20年４月１日現在）

流動資産 32,731千円

固定資産 385,430

のれん 8,821

流動負債 △73,860

固定負債 △302,838

新規連結子会社の取得価額 50,284千円

新規連結子会社の現金及び現
金同等物

△18,079

差引：連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取得によ
る支出

32,205千円

――――――――――

 
※３　事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度に事業の譲渡により減少した資産及

び負債はありません。

――――――――――

 
※４　営業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度に営業譲受により増加した資産及び

負債の主な内訳は次のとおりであります。

固定資産 13,955千円

のれん 329,492

資産合計 343,448千円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置及び
運搬具

8,030 6,999 1,030

有形固定資産
その他

14,55712,2342,323

無形固定資産
その他

14,3578,044 6,312

合計 36,94527,2789,666

１　ファイナンス・リース取引（借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次の

通りであります。

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定資産
その他

3,850 2,951 898

無形固定資産
その他

14,35710,9163,440

合計 18,20713,8684,338

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 5,556千円

一年超 4,595

　合計 10,152千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 3,611千円

一年超 983

　合計 4,595千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 8,867千円

減価償却費相当額 7,975

支払利息相当額 566

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 4,063千円

減価償却費相当額 3,765

支払利息相当額 206

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分については、利息

法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分については、利息

法によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

２　　　　　　　　―――――――――

一年内 1,840千円

一年超 471

　合計 2,312千円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成20年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 228,404 233,267 4,863

②　債券 － － －

③　その他 － － －

小計 228,404 233,267 4,863

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 413,511 337,887 △75,624

②　債券 － － －

③　その他 20,953 17,862 △3,090

小計 434,465 355,750 △78,714

合計 662,870 589,018 △73,851

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損648千円を計上しております。

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

　

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

952 2 217

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

（1）関係会社株式 32,207

（2）その他有価証券 　

　①　非上場株式 33,459

②　その他 200,038

合計 265,705

(注)　当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損40,215千円を計上しております。

なお、非上場株式の減損処理にあたっては、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下

した場合には、相当の額について減損処理を行っております。
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当連結会計年度(平成21年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 5,091 8,370 3,278

②　債券 － － －

③　その他 － － －

小計 5,091 8,370 3,278

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 642,848 463,368 △179,479

②　債券 － － －

③　その他 20,953 16,189 △4,764

小計 663,802 479,557 △184,244

合計 668,893 487,927 △180,965

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損2,650千円を計上しております。

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

（1）関係会社株式 164,669

（2）その他有価証券 　

　①　非上場株式 329,520

②　その他 205,311

合計 699,501

(注)　当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損10,242千円を計上しております。

なお、非上場株式の減損処理にあたっては、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下

した場合には、相当の額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度
(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容

　　　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

であります。

　(2) 取引に対する取組方針

　　　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

　(3) 取引の利用目的

　　　デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場にお

ける利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

　　　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　特例処理の要件を充たしている金利スワップについ

て特例処理を採用しております。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段　金利スワップ

　　　　ヘッジ対象　借入金利息

　　③　ヘッジ方針

　　　　金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。

　　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　　　金利スワップの特例処理の要件を充たしているの

で、決算日における有効性の評価を省略してお

ります。

　(4) 取引に係るリスクの内容

　　　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクは

ほとんどないと認識しております。

　(5) 取引に係るリスク管理体制

　　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財

務経理部が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。

１　取引の状況に関する事項

同左

２　取引の時価等に関する事項

当社グループが利用しているデリバティブ取引は全

てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略し

ております。

２　取引の時価等に関する事項

同左

　

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

61/96



(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

　　当社グループは退職一時金制度を採用しております。

(1) 採用している退職給付制度の概要

同左

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △497,456千円

未積立退職給付債務 △497,456

未認識数理計算上の差異 30,662

退職給付引当金 △466,794千円

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △619,828千円

未積立退職給付債務 △619,828

未認識数理計算上の差異 20,229

退職給付引当金 △599,598千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 155,102千円

利息費用 5,212

数理計算上の差異の費用処理額 3,795

退職給付費用 164,111千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 176,857千円

利息費用 7,461

数理計算上の差異の費用処理額 6,871

退職給付費用 191,190千円

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインが共同して株式移転を行ったことにより当社が設

立されたことで、株式会社フジスタッフにおいて平成17年６月24日に付与されたストック・オプ

ション及び株式会社アイラインにおいて平成17年12月20日に付与されたストックオプションは、完

全親会社である当社に継承されました。

下記は、株式移転に際して、株式移転期日の前日の最終の新株予約権原簿に記載された株式会社フ

ジスタッフ及び株式会社アイラインの新株予約権者に対し、同社の新株予約権に代えて交付された、

フジスタッフホールディングス株式会社の新株予約権の内容であります。

(株式会社フジスタッフ)

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社フジスタッフ取締役　　　　　　　３名
株式会社フジスタッフ執行役員　　　　　　６名
株式会社フジスタッフ従業員（正社員）　 151名
株式会社フジスタッフ従業員（契約社員）　５名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　5,990株

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年６月24日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

権利行使価格 40,100円

(注) １　株式数に換算しております。

(注) ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または従業員であることを要します。

　

(株式会社アイライン)

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社アイライン取締役　　　　　　　　４名
株式会社アイライン監査役　　　　　　　　１名
株式会社アイラインの子会社取締役　　　　３名
株式会社アイライン従業員　　　　　　　　87名
社外の協力者　　　　　　　　　　　　　　１名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　8,359株

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年12月20日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年12月21日～平成22年12月20日

権利行使価格 7,209円

(注) １　株式数に換算しております。

(注) ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、従業員または社外の協力者であること

を要します。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利確定前 　 　

期首（株） 5,295 8,359

付与（株） － －

失効（株） 85 215

権利確定（株） 5,210 8,144

未確定残（株） － －

権利確定後 　 　

期首（株） － －

権利確定（株） 5,210 8,144

権利行使（株） － 2,021

失効（株） 345 －

未行使残（株） 4,865 6,123

　

②　単価情報

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利行使価格（円） 40,100 7,209

行使時平均株価（円） － 22,933

付与日における公正な評価単価(円) － －
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社フジスタッフ取締役　　　　　　　３名
株式会社フジスタッフ執行役員　　　　　　６名
株式会社フジスタッフ従業員（正社員）　 151名
株式会社フジスタッフ従業員（契約社員）　５名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　5,990株

付与日 平成17年６月24日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年６月24日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

(注) １　株式数に換算しております。

(注) ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または従業員であることを要します。

　

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社アイライン取締役　　　　　　　　４名
株式会社アイライン監査役　　　　　　　　１名
株式会社アイラインの子会社取締役　　　　３名
株式会社アイライン従業員　　　　　　　　87名
社外の協力者　　　　　　　　　　　　　　１名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　8,359株

付与日 平成17年12月21日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年12月20日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年12月21日～平成22年12月20日

(注) １　株式数に換算しております。

(注) ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、従業員または社外の協力者であること

を要します。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利確定前 　 　

期首（株） － －

付与（株） － －

失効（株） － －

権利確定（株） － －

未確定残（株） － －

権利確定後 　 　

期首（株） 4,865 6,123

権利確定（株） － －

権利行使（株） － 1,780

失効（株） 105 43

未行使残（株） 4,760 4,300

　

②　単価情報

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利行使価格（円） 40,100 7,209

行使時平均株価（円） － 15,513

付与日における公正な評価単価(円) － －
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

(平成20年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成21年３月31日現在)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

賞与引当金 294,514千円

未払費用 40,792

未払事業税 35,682

未払事業所税 29,613

土地評価損 155,942

貸倒引当金 27,800

退職給付引当金 189,295

投資有価証券評価損 87,608

その他有価証券評価差額 30,041

税務上の繰越欠損金 375,588

その他 127,244

繰延税金資産小計 1,394,125千円

評価性引当額 △517,393

繰延税金資産合計 876,731千円

繰延税金負債 　

未収還付事業税 15,303千円

繰延税金負債合計 15,303千円

繰延税金資産の純額 861,428千円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

賞与引当金 287,348千円

未払費用 37,978

未払事業税 30,424

未払事業所税 29,059

土地評価損 135,668

貸倒引当金 71,434

退職給付引当金 251,125

その他有価証券評価差額 74,847

税務上の繰越欠損金 291,750

その他 157,686

繰延税金資産小計 1,367,319千円

評価性引当額 △401,745

繰延税金資産合計 965,574千円

繰延税金負債 　

未収還付事業税 33千円

繰延税金負債合計 33千円

繰延税金資産の純額 965,541千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.5

受取配当金（みなし配当含む）
等永久に益金に算入されない
項目

△9.3

住民税均等割 1.8

自己株式買取に伴う税負担額 4.1

連結子会社からの配当金 5.3

連結子会社の欠損金に対する
税効果未認識

1.1
 

その他 0.8

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

45.0％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.6

受取配当金（みなし配当含む）
等永久に益金に算入されない
項目

△66.6

住民税均等割 4.8

連結子会社からの配当金 67.1

連結子会社の欠損金に対する
税効果未認識

1.1

留保金課税 8.3
 

その他 △4.2

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

51.8％
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

共通支配下の取引等

当社は平成19年４月２日に株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインの経営統合に伴い、株式

移転により株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインを完全子会社とする共同持株会社として設

立されました。

１　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の目的、企業結合日、企業結合の法的形式及び

結合後企業の名称

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称　株式会社フジスタッフ、株式会社アイライン

事業内容　一般人材派遣、製造アウトソーシング、人材紹介、紹介予定派遣等人材関連事業

(2) 企業結合の目的

株式会社フジスタッフと株式会社アイラインは双方の企業資源を共有・活用した効率的な経

営を行うことにより、企業規模・価値において人材ビジネス業界のトップ集団と目される企業

を目指すことを目的とします。

両社の取引先を共有することによる求職者へのマッチング機会の向上と売上増強を図るとと

もに、スケールメリットと管理部門の共通化による事業運営ノウハウ共有とコストシナジーを

追求します。

(3) 企業結合日

平成19年４月２日

(4) 企業結合の法的形式

株式移転による共同持株会社の設立

(5) 結合後企業の名称

フジスタッフホールディングス株式会社

２　実施した会計処理の概要

当該株式移転は、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日））に基づき、共通

支配下の取引として会計処理を行っております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

連結財務諸表に与える影響が軽微のため、記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派遣等人材関連事業の売上高及び営業

利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派遣等人材関連事業の売上高及び営業

利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

１　役員及び個人主要株主等

　
　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈱カラー
ズビジョ
ン

栃木県
宇都宮
市

10広告企画 該当なし 該当なし
広告企画
業務委託

広告宣伝費 2,260

－ －

教育研修費 3,560

１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．当社代表取締役会長増山瑞比古、取締役副会長増山律子及び両名の近親者が議決権の30％を直接保有、70％を間接所

有しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 広告宣伝費及び教育研修費の料金については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈱フジネ
クスト

栃木県
宇都宮
市

25

不動産賃貸
・管理業及
び保険代理
業

該当なし 該当なし
不動産の
賃貸借

支払家賃 2,194敷金 1,146

１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．当社代表取締役会長増山瑞比古、取締役副会長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 支払家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準

第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基

準適用指針第13号）を適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 増山　浩史 － －
当社

代表取締役

(被所有)

直接20.73
資金の貸付

資金の貸付 260,000

－ －
貸付金の回

収
260,000

受取利息 212

役員 佐藤　厚 － － 当社取締役
(被所有)

直接 0.13
資金の貸付

資金の貸付 25,000

長期貸付金 24,960貸付金の回

収
40

受取利息 80－ －

１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 9,519.64円 9,135.59円

１株当たり当期純利益金額 2,601.68円 923.52円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

2,579.67円 919.83円

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益（千円） 1,754,532 614,467

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,754,532 614,467

普通株式の期中平均株式数（株） 674,385 665,355

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 5,752 2,669

(うち新株予約権) (5,752） (2,669）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

新株予約権の数　4,865個
詳細については、第４提
出会社の状況　１株式等
の状況　（2）新株予約権
等の状況に記載のとおり
であります。

新株予約権の数 4,760個
詳細については、第４提
出会社の状況　１株式等
の状況　（2）新株予約権
等の状況に記載のとおり
であります。
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（自己株式の消却）

連結財務諸表提出会社は、平成20年５月22日開催の

取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己

株式の消却を決議し、平成20年５月30日に下記のとお

り消却しました。

（1）消却の理由

資本効率の向上と発行済株式総数の減少を通じ株

主の利益増大を図るため。

（2）消却する株式の種類

普通株式

（3）消却の方法

資本剰余金からの減額

（4）消却する株式の数

55,000株

（5）消却後発行済株式総数

682,751株
 

（株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの株式取

得）

当社は平成21年２月27日開催の取締役会において、当社

保有の株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新

株予約権付無担保社債を株式転換することを決議し、平

成21年４月30日付で株式転換により子会社化いたしまし

た。

同社の連結子会社化により、派遣スタッフに対するより

充実した教育インセンティブの提供と同業他社との差別

化を図り、優秀な人材の募集力強化と高付加価値な人材

サービスの向上を目指すことを目的としております。

（1）株式取得の方法

　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新株

　予約権付無担保社債を株式転換

（2）子会社となる会社の概要

　　名称　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ

　　事業内容　パソコンスクール事業、パソコン研修

　　　　　　　事業

　　従業員数　　　　　　　86名

　　資本金の額　　 206,000千円

（3）取得する株式の数　2,700株

（4）取得価額　　　 49,950千円

（5）取得後の持分比率   　51％
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱アイライン 第１回無担保社債
平成21年
３月27日

－ 500,0000.96 なし
平成25年
３月27日

合計 － － － 500,000－ － －

(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。

１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

－ － － 500,000 －

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 275,000 460,000 1.076 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,865,3853,069,701 1.355 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,280,6642,735,975 1.411
平成22年４月27日～
平成38年11月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 5,421,0496,265,676 － －

(注) １　平均利率は期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 1,756,295 561,992 193,722 108,340

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

(自　平成20年４月１日

 至　平成20年６月30日)

第２四半期

(自　平成20年７月１日

 至　平成20年９月30日)

第３四半期

(自　平成20年10月１日

 至　平成20年12月31日)

第４四半期

(自　平成21年１月１日

 至　平成21年３月31日)

売上高(千円) 23,369,787 23,305,443 22,736,545 18,073,999

税金等調整前四半期
純利益金額または税
金等調整前四半期純
損失金額(千円)

684,750 615,463 463,575 △489,703

四半期純利益金額ま
たは四半期純損失金
額(千円）

459,130 369,091 212,973 △426,727

１株当たり四半期純
利益金額または１株
当たり四半期純損失
金額(円)

683.10 552.41 320.45 △650.08
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２【財務諸表等】
(１)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 104,480 116,902

営業未収入金 ※1
 88,205

※1
 56,010

前払費用 5,528 8,721

繰延税金資産 11,622 9,508

未収還付法人税等 98,996 306,466

その他 － 20,581

流動資産合計 308,834 518,191

固定資産

有形固定資産

建物 370 370

減価償却累計額 △51 △184

建物（純額） 319 186

車両運搬具 16,478 16,478

減価償却累計額 △4,520 △9,506

車両運搬具（純額） 11,957 6,971

工具、器具及び備品 2,191 2,631

減価償却累計額 △537 △1,414

工具、器具及び備品（純額） 1,653 1,216

建設仮勘定 － 2,399

有形固定資産合計 13,930 10,773

無形固定資産

ソフトウエア 2,292 17,717

その他 1,353 1,319

無形固定資産合計 3,645 19,037

投資その他の資産

投資有価証券 － 72,010

関係会社株式 7,887,002 7,887,002

役員に対する長期貸付金 － 24,960

繰延税金資産 2,835 2,314

その他 31,296 36,869

投資その他の資産合計 7,921,134 8,023,157

固定資産合計 7,938,711 8,052,967

資産合計 8,247,546 8,571,159
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 1,470,000

※2
 885,000

未払金 63,685 16,154

未払費用 42,374 27,425

未払消費税等 24,765 4,094

賞与引当金 19,472 20,184

その他 3,734 7,913

流動負債合計 1,624,032 960,773

負債合計 1,624,032 960,773

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金

資本準備金 500,000 500,000

その他資本剰余金 5,154,623 3,621,310

資本剰余金合計 5,654,623 4,121,310

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 407,857 1,992,792

利益剰余金合計 407,857 1,992,792

自己株式 △1,438,968 △503,718

株主資本合計 6,623,513 7,610,385

純資産合計 6,623,513 7,610,385

負債純資産合計 8,247,546 8,571,159
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業収益

受取配当金 ※1
 415,001

※1
 2,100,155

経営指導料 ※1
 777,618

※1
 734,281

営業収益合計 1,192,619 2,834,436

販売費及び一般管理費

役員報酬 121,800 95,939

従業員給料及び賞与 294,957 323,586

賞与引当金繰入額 19,472 20,184

支払手数料 57,024 55,544

支払報酬 77,650 82,142

その他 184,859 133,726

販売費及び一般管理費合計 755,764 711,124

営業利益 436,855 2,123,312

営業外収益

受取利息 138 607

還付加算金 － 500

業務受託料 － ※1
 600

その他 80 0

営業外収益合計 218 1,707

営業外費用

支払利息 ※1
 16,629

※1
 16,470

その他 23 899

営業外費用合計 16,653 17,370

経常利益 420,420 2,107,649

税引前当期純利益 420,420 2,107,649

法人税、住民税及び事業税 27,020 116,723

法人税等調整額 △14,457 2,634

法人税等合計 12,563 119,358

当期純利益 407,857 1,988,291
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 － 2,000,000

当期変動額

株式移転による増加 2,000,000 －

当期変動額合計 2,000,000 －

当期末残高 2,000,000 2,000,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 500,000

当期変動額

株式移転による増加 500,000 －

当期変動額合計 500,000 －

当期末残高 500,000 500,000

その他資本剰余金

前期末残高 － 5,154,623

当期変動額

株式移転による増加 5,387,002 －

剰余金の配当 △202,549 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

自己株式の処分 △29,830 △24,502

自己株式の消却 － △1,208,460

当期変動額合計 5,154,623 △1,533,312

当期末残高 5,154,623 3,621,310

資本剰余金合計

前期末残高 － 5,654,623

当期変動額

株式移転による増加 5,887,002 －

剰余金の配当 △202,549 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

自己株式の処分 △29,830 △24,502

自己株式の消却 － △1,208,460

当期変動額合計 5,654,623 △1,533,312

当期末残高 5,654,623 4,121,310

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 － 407,857

当期変動額

剰余金の配当 － △403,356

当期純利益 407,857 1,988,291

当期変動額合計 407,857 1,584,934

当期末残高 407,857 1,992,792
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月２日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 － 407,857

当期変動額

剰余金の配当 － △403,356

当期純利益 407,857 1,988,291

当期変動額合計 407,857 1,584,934

当期末残高 407,857 1,992,792

自己株式

前期末残高 － △1,438,968

当期変動額

自己株式の処分 44,399 37,334

自己株式の消却 － 1,208,460

自己株式の取得 △1,483,367 △310,544

当期変動額合計 △1,438,968 935,249

当期末残高 △1,438,968 △503,718

株主資本合計

前期末残高 － 6,623,513

当期変動額

株式移転による増加 7,887,002 －

剰余金の配当 △202,549 △403,356

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

当期純利益 407,857 1,988,291

自己株式の処分 14,569 12,832

自己株式の消却 － －

自己株式の取得 △1,483,367 △310,544

当期変動額合計 6,623,513 986,871

当期末残高 6,623,513 7,610,385

純資産合計

前期末残高 － 6,623,513

当期変動額

株式移転による増加 7,887,002 －

剰余金の配当 △202,549 △403,356

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △300,349

当期純利益 407,857 1,988,291

自己株式の処分 14,569 12,832

自己株式の消却 － －

自己株式の取得 △1,483,367 △310,544

当期変動額合計 6,623,513 986,871

当期末残高 6,623,513 7,610,385
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【財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2）　　　――――――――

 

(2）その他有価証券

　　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によって

おります。

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年以内)

に基づく定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち、当

事業年度負担額を計上しておりま

す。

(1) 賞与引当金

同左

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

（平成20年３月31日）
当事業年度

（平成21年３月31日）

※１　関係会社に対する資産 　

　　営業未収入金 88,205千円

※２　関係会社に対する負債 　

　　短期借入金 1,470,000千円

　

※１　関係会社に対する資産 　

　　営業未収入金 56,010千円

※２　関係会社に対する負債 　

　　短期借入金 885,000千円
　

――――――――――
 

　３　偶発債務

　　　下記の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っており

ます。

保証先 金額 内容

株式会社マルチメディア
スクール・ウェーヴ

50,000千円借入債務

 
　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　関係会社との取引高 　

　　受取配当金 415,001千円

　　経営指導料 777,618

　　支払利息 16,629

　

※１　関係会社との取引高 　

　　受取配当金 2,100,155千円

　　経営指導料 734,281

　　業務受託料 600

　　支払利息 16,470
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) － 67,511 2,021 65,490

　

(変動事由の概要)

自己株式の増加67,511株は、連結子会社からの買取りによる増加62,587株、取締役会決議による自己株式の取得

による増加4,924株であります。

自己株式の減少2,021株は、ストック・オプションの行使によるものであります。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 65,490 22,407 56,780 31,117

　

(変動事由の概要)

自己株式の増加22,407株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

自己株式の減少56,780株は、自己株式の消却による減少55,000株及びストック・オプションの行使による減少

1,780株であります。

　

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前事業年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日現在)
当事業年度

(平21年３月31日現在)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

賞与引当金 7,923千円

未払費用 984

未払事業税 2,632

減価償却超過額 2,752

その他 165

繰延税金資産合計 14,457千円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

賞与引当金 8,213千円

未払費用 1,036

減価償却超過額 2,201

その他 371

繰延税金資産合計 11,822千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.5

住民税均等割等 0.5

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△38.6
 

その他 △0.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

3.0％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.1

住民税均等割等 0.1

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△40.2
 

留保金課税 5.0

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

5.7％

 

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため記載を省略しており

ます。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 9,852.59円 11,678.93円

１株当たり当期純利益金額 583.42円 2,988.32円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

578.66円 2,976.38円

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前事業年度

(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（千円） 407,857 1,988,291

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 407,857 1,988,291

　普通株式の期中平均株式数（株） 699,077 665,355

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 5,752 2,669

　（うち新株予約権） (5,752） (2,669）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

新株予約権の数　4,865個
詳細については、第４提
出会社の状況　１株式等
の状況　（2）新株予約権
等の状況に記載のとおり
であります。

新株予約権の数 4,760個
詳細については、第４提
出会社の状況　１株式等
の状況　（2）新株予約権
等の状況に記載のとおり
であります。
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成19年４月２日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（自己株式の消却）

当社は、平成20年５月22日開催の取締役会において、

会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を決議

し、平成20年５月30日に下記のとおり消却しました。

（1）消却の理由

資本効率の向上と発行済株式総数の減少を通じ株

主の利益増大を図るため。

（2）消却する株式の種類

普通株式

（3）消却の方法

資本剰余金からの減額

（4）消却する株式の数

55,000株

（5）消却後発行済株式総数

682,751株
 

（株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの株式取

得）

当社は平成21年２月27日開催の取締役会において、当社

保有の株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新

株予約権付無担保社債を株式転換することを決議し、平

成21年４月30日付で株式転換により子会社化いたしまし

た。

同社の連結子会社化により、派遣スタッフに対するより

充実した教育インセンティブの提供と同業他社との差別

化を図り、優秀な人材の募集力強化と高付加価値な人材

サービスの向上を目指すことを目的としております。

（1）株式取得の方法

　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新株

　予約権付無担保社債を株式転換

（2）子会社となる会社の概要

　　名称　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ

　　事業内容　パソコンスクール事業、パソコン研修

　　　　　　　事業

　　従業員数　　　　　　　86名

　　資本金の額　　 206,000千円

（3）取得する株式の数　2,700株

（4）取得価額　　　 49,950千円

（5）取得後の持分比率   　51％
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記

載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 370 － － 370 184 133 186

　車両運搬具 16,478 － － 16,4789,506 4,986 6,971

　工具、器具及び備品 2,191 440 － 2,631 1,414 877 1,216

　建設仮勘定 － 2,399 － 2,399 － － 2,399

有形固定資産計 19,0402,839 － 21,87911,1065,99710,773

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 2,44016,078 － 18,518 800 653 17,717

　その他 1,608 － － 1,608 288 33 1,319

無形固定資産計 4,04816,078 － 20,1261,088 686 19,037

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 19,472 20,184 19,472 － 20,184
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 607

預金の種類 　

普通預金 115,719

別段預金 575

計 116,295

合計 116,902

　
ロ　営業未収入金

　(イ）相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社アイライン 28,187

株式会社フジスタッフ 27,770

株式会社アステージ 52

合計 56,010

　

　(ロ）営業未収入金滞留状況

期首残高(千円) 当期発生高(千円)当期回収高(千円)当期末残高(千円) 回収率(％) 滞留期間(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)
　

　
　(Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

　

88,205 771,625 803,820 56,010 93.5 34.1

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　
ハ　関係会社株式

　

銘柄 株式数(株) 金額(千円)

株式会社フジスタッフ 39,375,180 5,646,871

株式会社アイライン 80,000 2,240,131

合計 39,455,180 7,887,002
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負債の部

イ　短期借入金

　

借入先 金額(千円)

株式会社アイライン 800,000

株式会社フジスタッフ 85,000

合計 885,000

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 －

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 －

　　株主名簿管理人 －

　　取次所 －

　　買取手数料 －

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行される日本経済
新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.fujistaff-holdings.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第１期(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)平成20年６月26日関東財務局長に提

出。

　

(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第２期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)平成20年８月14日関東財務局長に提

出。

第２期第２四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)平成20年11月14日関東財務局長に提

出。

第２期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)平成21年２月13日関東財務局長に提

出。

　

(3) 半期報告書の訂正報告書

事業年度　第１期中(自平成19年４月２日　至　平成19年９月30日)平成20年５月９日関東財務局長に提

出。

　

(4) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第１期(自　平成19年４月２日　至　平成20年３月31日)平成20年９月29日関東財務局長に提

出。

　

(5) 四半期報告書の訂正報告書、四半期報告書の訂正報告書の確認書

第２期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)平成20年12月19日関東財務局長に提

出。

第２期第２四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)平成20年12月19日関東財務局長に提

出。

　

(6) 臨時報告書

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成21年６月19日関東財務局長に提出。

　

(7) 自己株券買付状況報告書

平成20年４月11日、平成20年５月15日、平成20年６月16日、平成20年７月10日、平成20年８月14日、平成

20年９月12日、平成20年10月８日、平成20年11月14日、平成21年１月14日、平成21年２月12日、平成21年

３月13日、平成21年４月10日、平成21年５月14日、平成21年６月11日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　島　　茂　　喜　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成19年４月２日から平成20年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、フジスタッフホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成21年６月25日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、フジスタッフホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フジスタッフホー

ルディングス株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内

部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の

立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、フジスタッフホールディングス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　島　　茂　　喜　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成19年４月２日から平成20年３月31日までの第

１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、フジスタッフホールディングス株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成21年６月25日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第

２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、フジスタッフホールディングス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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